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平成２０年度以降の接続料算定の在り方について 

 

 

序章 はじめに 
 

１．これまでの経緯 
 

（１） 接続制度の創設 

 

 今日の接続制度は、平成８年１２月の電気通信審議会（当時）答申1を踏まえ、平成

９年の電気通信事業法改正（以下「平成９年改正法」という。）により創設されたもので

あり、電気通信事業者間の相互接続に関し、円滑な接続を実現し、利用者の利便の

確保及び競争の促進を図ることを目的とするものである。 

 

 具体的には、一般的な義務として、すべての旧第一種電気通信事業者に対し、正

当な理由がない限り、そのネットワークへの他事業者からの接続請求に応諾すること

を義務付けるとともに、更に特別な義務として、各都道府県において加入者回線の２

分の１を超える規模の固定伝送路設備及びこれと一体として設置される電気通信設

備（以下「ボトルネック設備」という。）を指定電気通信設備として指定し、当該設備を

設置する事業者（現ＮＴＴ東西）に対し、接続料・接続条件を規定する接続約款の作

成・公表や接続会計の整理等を義務付けるものである。 

 

 接続会計とは、ボトルネック設備を管理運営する部門（指定電気通信設備管理部

門）及びその設備を利用して利用者にサービス提供を行う部門（指定電気通信設備

利用部門）を会計単位として設定して、電気通信事業会計の費用等を各部門に帰属

させるものであり、接続制度創設時の接続料は、接続会計により整理された管理部

門の費用等、すなわちボトルネック設備の管理運営に要した実際の費用等に基づき

算定すること（実績原価方式）が義務付けられていた。 

 

（２） 長期増分費用方式の導入（第一次モデルの適用） 

 

 実績原価方式による接続料算定後、着実に接続料の低廉化は図られたものの、当

該方式では、情報の非対称性やＮＴＴに内在する非効率性の排除に限界があること

が課題とされていた。そこで、こうした非効率性の排除等を図り、もって接続料の一層

の低廉化を図る観点から、平成９年改正法の見直し規定に基づき、固定電話の接続

料算定への長期増分費用方式の導入が検討された。 

 

 長期増分費用方式とは、ネットワークを現時点で利用可能な最も低廉で効率的な設

備と技術を利用する方法で算定する方式である。その技術モデルの構築等が、「長

                                                  
1 「接続の基本的ルールの在り方について」 
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期増分費用モデル研究会（以下「研究会」という。）」報告書（平成１１年９月）において

取りまとめられ、それを踏まえ、平成１２年２月の電気通信審議会（当時）答申2（以下

「平成１２年答申」という。）において、加入者交換機（ＧＣ）及び中継交換機（ＺＣ）に係

る接続料算定に長期増分費用方式（第一次モデル）を適用することが適当とされた。 

 

 同答申を踏まえ、平成１２年に電気通信事業法が改正され、平成１２年度の固定電

話に係る接続料の算定から長期増分費用方式が導入された。この結果、平成１２年

度から３年間かけて、ＧＣ接続については▲22.5％、ＺＣ接続については▲60.1％と大

幅に接続料水準が引き下げられ、ＧＣ接続は 3 分 4.50 円、ＺＣ接続は同 4.78 円の水

準までに低廉化するに至った。 

 

（３） 第二次モデルの適用 

 

 平成１２年答申では、第一次モデルの見直しに可能な限り速やかに着手し、モデル

の実施期間経過後に、新たなモデルを適用することが適当とされた。具体的な見直し

事項としては、①き線点ＲＴその他ＮＴＳコストの扱い、②光ファイバ、交換機及び公衆

電話以外の設備に係る経済的耐用年数の推計方法、③新技術の反映等を行ったモ

デルのロジック及び入力値、④現実の地中化状況等を反映した端末回線コストの扱

い等が挙げられていた。 

 

 当該見直し事項を踏まえ、郵政省（当時）は、平成１２年９月から研究会を再開した。

研究会では、当該見直し事項や広く一般から公募した事項を検討し、その報告書（平

成１４年１１月）において第二次モデルが取りまとめられた。これは、第一次モデルを

全面的に改定するとともに、ユニバーサルサービス対象コストを算定するためのロジ

ックを追加したものである。 

 

 これを踏まえ、平成１４年９月の情報通信審議会答申3（以下「平成１４年答申」とい

う。）では、第二次モデルを平成１５年度及び平成１６年度の２年間に適用することとし、

新たに端末回線伝送機能（ＰＨＳ基地局回線）及び中継伝送専用機能を適用対象に

追加することが適当とされた。また、今後トラフィックの減少が予測される中で、接続

料水準を算定するトラフィックと現実のトラフィックに大幅な乖離が生じた場合に限り、

例外的に乖離分を精算する制度（事後精算制度）の導入も検討されるべきとした。 

 

 その後、所要の省令改正を経て、平成１５年４月、第二次モデルにより算定された

接続料が認可された。この結果、ＧＣ接続については、3 分 4.37 円（▲2.9%）と更なる

低廉化が図られたものの、ＺＣ接続については、トラフィックの減少等の影響により、

同 5.36 円（12%）と初めて引き上げられる結果となった。 

 

（４） 第三次モデルの適用 

                                                  
2 「接続料算定の在り方について」 
3 「長期増分費用モデルの見直しを踏まえた接続料算定の在り方について」 
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 平成１４年答申を踏まえた平成１５～１６年度の接続料規則改正案に係る情報通信

審議会答申（平成１５年３月）において、平成１７年度以降の接続料算定について、総

務省に対して以下の要望がなされた。 

 

①平成１７年度以降の接続料の算定方法については、トラフィックの減少等の大き

な環境変化を前提とした方法を検討すること

②ＮＴＳコストの回収方法については、基本料の扱いと併せて抜本的体系的に再検

討を行い、検討結果を平成１７年度以降の接続料の算定に適切に反映させること 

③いわゆる東西均一の接続料については、ＩＰ電話の普及等により加入電話サービ

スの社会的位置付けが変化することも予想されることから、このような環境変化

を踏まえ、ユニバーサルサービス基金等との関係について更に整理を行い、平

成１７年度以降の接続料の算定にその検討結果を反映させること 

 

 総務省は、上記要望事項②を踏まえ、平成１５年６月から｢基本料等に関するスタデ

ィグループ｣を開催し、基本料の適切な費用配賦方法や施設設置負担金の扱いに係

る基本的考え方を同年１１月に取りまとめた。また、上記要望事項①を踏まえ、平成１

５年９月に研究会を再開し、その報告書（平成１６年４月）において第三次モデルを取

りまとめた。これは、トラフィックの減少や新規投資抑制等の環境変化を反映した経済

的耐用年数の見直しやデータ系サービスとの設備共用を反映するロジックの追加を

第二次モデルに織り込んだものである。 

 

 これらを踏まえ、平成１６年１０月の情報通信審議会答申4（以下「平成１６年答申」と

いう。）では、第三次モデルを平成１７年度からの３年間に適用することとするとともに、

①ＮＴＳコストの扱い、②通信量等の入力値の扱い、③東西格差について、それぞれ

以下のようにすることが適当とされた。 

 

①平成１７年度以降の接続料算定に当たっては、固定電話の需要減による接続料

の上昇が通話料の値上げにつながる事態を回避するとともに、ＮＴＳコストの付

替えによる基本料の費用構造への影響を考慮して、ＮＴＳコストを５年間かけて

段階的に接続料原価から控除すること 

②入力値については、加入者交換機を経由するトラフィックの減少に一定の傾向が

見られたことから、可能な限り直近の入力値（前年度下期＋当年度上期の予測ト

ラフィック等）を毎年度入れ替えて用いること。また、可能な限り直近のトラフィッ

クを用いて接続料を設定する観点やＮＴＳコストを毎年度正確に把握する観点か

ら、適用期間中における入力値を再計算すること（事後精算制度は廃止） 

③第三次モデルにおける20％を超える東西格差及び現時点において既存の固定

電話サービスが果たすことが期待されている社会的役割を考慮し、平成１７年度

以降の接続料についても東西均一とすること  

 

 平成１６年答申を踏まえ、所要の関係省令が改正され、ＮＴＳコストの一部を接続料

                                                  
4 「平成十七年度以降の接続料算定の在り方について」 
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原価から控除し、第三次モデルを適用して算定された接続料が認可された。この結

果、平成１７年度まで緩やかに上昇していた接続料は、平成１８年度以降低廉化の傾

向を示し、平成１９年度接続料において、ＧＣ接続については3分4.69円、ＩＣ（ＺＣ）接

続については同6.55円となるなど、トラフィックの大幅な減少による接続料水準の上

昇の抑制が着実に図られることとなった。 
 

（図表１ 固定電話接続料の推移） 
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（５） 基本料・施設設置負担金等の扱い 

 

 このほか、平成１６年答申では、ＮＴＳコストの扱いを検討するため、併せて基本料・

施設設置負担金の在り方について検討された。主な結果は、以下のとおりである。 

 

①基本料費用の把握の適正性は配賦基準によるところが大きいことから、可能な

限り直課5、それが不可能な場合でも活動基準帰属6によることを原則として、営

業費・共通費・管理費・試験研究費等の配賦基準について見直しを行うこと 

②基本料における級局区分・事住区分の料金格差は、今後の競争環境への対応

という点で一部適していない面を有し、ＮＴＴ東西においては、こうした変化を視野

に入れた自らの料金戦略に基づく料金設定が期待されること 

                                                  
5 設備区分等に費用を直接帰属させること（ネットワークを効率的に使用するために伝送路等を複数

の階梯・役務で共用している場合、主要設備に直課された費用を回線数比等によって各設備区分に

帰属させる場合を含む。） 
6 占有面積比、故障件数比など費用との因果性について相当の合理性を有する基準により設備区分

等へ費用を帰属させること 
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③ＮＴＳコストは、複数事業者による直収電話サービスの提供といった環境変化を

考慮しても、まずは基本料費用での回収可能性を検討することが必要であること

④施設設置負担金は、ＮＴＴ東西が自らの料金戦略として、廃止も選択肢とした見

直しを欲するのであれば、容認されるべきこと 

 

 また、上記③に関連して、平成１６年答申では、基本料部門における競争の進展度

合いによっては、採算分野での利益で不採算分野の費用を賄うことが困難となると予

想し、接続料原価から除かれたＮＴＳコストを含むサービス提供に係る費用が回収を

見込めなかった場合、その活用が必要になると考えられるユニバーサルサービス基

金制度について、適切な発動が可能となるよう基金制度を見直し、結論を得ることが

適当とされた。 

 
（６） ユニバーサルサービス制度の稼働 

 

 ユニバーサルサービス制度は、平成１３年の電気通信事業法改正により導入され

たが、平成１６年答申を踏まえ、平成１７年１０月の情報通信審議会答申7において、

ユニバーサルサービスの範囲から市内通話を除外するとともに、補てん額の算定方

式を収入費用相殺方式からベンチマーク方式（加入者回線アクセスに係る山間・離島

等の上位 4.9％の高コスト回線と全国平均費用の差額を補てんする方式）に見直すこ

となどが適当とされた。 

 

 同答申を踏まえ、所要の関係省令が改正され、平成１７年度のＮＴＴ東西の基礎的

電気通信役務収支が約５１８億円の赤字となったことから、ユニバーサルサービス制

度が稼働した。具体的には、上記ベンチマーク方式により算定された平成１８年度の

補てん額約１５２億円について、各電気通信事業者が稼働電気通信番号数に応じ負

担金を拠出し、平成１９年度からＮＴＴ東西に対してユニバーサルサービス基金から

交付金が交付されている。 

 

２．電気通信市場における環境変化 
 

 平成１６年答申から本答申までの約３年の間に、電気通信市場における固定電話

を巡る環境は大きく変化している。その特徴的な点としては、引き続き加入電話の加

入者数が減少する一方、光ファイバサービスがブロードバンドサービスの牽引の主軸

になりつつあることに伴い、０ＡＢ～Ｊ-ＩＰ電話の加入数が顕著な伸びを示している点

などが挙げられる。これは、回線交換網（以下「ＰＳＴＮ」という。）からＩＰ網へのマイグ

レーションが顕在化し、電気通信事業を取り巻く環境が本格的なＩＰ時代の到来に向

けて大きく変化していることを示しており、こうした環境変化は、固定電話の接続料算

定にも大きな影響を及ぼすものである。 

 

（１） ブロードバンドサービスの拡大 

                                                  
7 「ユニバーサルサービス基金制度の在り方」 
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 平成１２年度末頃から、ＤＳＬサービスを中心に拡大が始まったブロードバンドサー

ビスの加入数は 2,644 万加入（平成１９年３月末現在）に達し、量的拡大を続けている

が、それに加えて、近年は質的な変化も進行している状況にある。すなわち、これま

でブロードバンドサービスを牽引してきたＤＳＬサービスの月間純増数が平成１８年４

月からマイナスに転じる一方、光ファイバサービスの加入数は880万加入（同）を突破

するなど急速な伸びを見せており、ＤＳＬサービスに代わり光ファイバサービスがブロ

ードバンドサービス牽引の主軸になりつつある状況にある。 

 

（２） 電話サービスの動向 

 

 固定電話（加入電話及びＩＳＤＮサービス）の契約者数は、平成９年度の 6,285 万加入

をピークに減少傾向が続いており、とりわけ近年は、光ファイバサービスへの移行等

の影響を受け、平成１８年度末には5,516万加入とピーク時に比べ約12％（約770万加

入）の減少となっている。 

 

 他方、ＩＰ電話は、平成１８年度末には、前年度比約25％増の約1,433万加入に達し

ている。その内訳を見ると、０５０-ＩＰ電話の契約数は、ＤＳＬサービスの契約者数の

純減の影響を受けて1,020万加入と伸びが鈍化する一方、０ＡＢ～Ｊ-ＩＰ電話は、前年

度比で約 190％増の約 412 万加入と急増している。 

 

 また、移動体（携帯電話・ＰＨＳ）の契約数は、平成６年の端末売切制導入を一つの

契機として急速に増加し、移動体と固定電話の契約数は平成１２年に逆転した。移動

体の契約数は、ここ数年は増加率こそ鈍化しているものの、平成１８年度末には１億

加入を突破（前年度比 5.5%増）している。固定電話の契約数は、それとは対照的に平

成１８年度末に前年度比で約 0.5％減少し、移動体の契約数が固定電話の契約数の

約２倍となるなど、両者の契約数の差は年々拡大している。 
 

（図表２ 電気通信サービス契約数等の推移） 

 

5,516
5,805

5,9616,0776,133 6,022

5,245
5,456 5,636

5,781 5,907
6,028 6,164

6,263 6,285 6,263 6,223
6,196

511
374

126
58

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

Ｈ２．３ Ｈ３．３ Ｈ４．３ Ｈ５．３ Ｈ６．３ Ｈ７．３ Ｈ８．３ Ｈ９．３ Ｈ１０．３ Ｈ１１．３ Ｈ１２．３ Ｈ１３．３ Ｈ１４．３ Ｈ１５．３ Ｈ１６．３ Ｈ１７．３ Ｈ１８．３ Ｈ１９．３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4,731

3,825

2,691

10,170

9,648

9,147

8,665

8,112

7,482

6,678

5,685

49 87 138 171 213
433

1,170

固定系通信（加入電話+ＩＳＤＮ）

直収電話（CATV型+ドライカッパ型）

移動系通信（携帯電話+ＰＨＳ）

高速・超高速インターネット

2,644
2,330

2,1431,951
1,541

943

85
22

1,433
1,146

830
528

 6

IP電話

出典：「電気通信サービスの加入契約数の状況」（総務省資料）



（３） ＰＳＴＮトラフィックの動向 

 

 ア 総トラフィックの動向 

 

 電気通信事業者全体の総通信回数は、平成１２年度の約 1,448 億回をピークに

緩やかに減少し、平成１７年度には、約 1,211 億回（対前年度比▲4.2%）まで減少し

ている。その内訳を見ると、携帯電話発の通信回数は、テンポは緩やかになってい

るものの、年々増加傾向を示す一方、固定電話等（加入電話、ＩＳＤＮ及び公衆電

話）発の通信回数は、平成１３年度以降一貫して大幅な減少傾向にあり、平成１７

年度には 568.7 億回（対前年度比▲19.2％）まで落ち込んでいる。 

 

 また、電気通信事業者全体の総通信時間も、総通信回数と同様、平成１２年度の

約 7,026 万時間をピークに一貫して減少傾向にある。平成１４年度以降は減少率

10％前後で推移し、平成１７年度には減少幅は縮小したものの、約 4,632 万時間

（対前年度比▲6.7％）まで減少している。その内訳を見ると、携帯電話発の通信時

間は、年々増加傾向を示す一方、固定電話等発の通信時間は、平成１４年度以降

10%後半の減少率で推移し、平成１７年度には、ピーク時の約半分の 2,268 万時間

（対前年度比▲15.2％）まで落ち込んでいる。 

   

 他方、平成１６年度からは、ＩＰ電話からの発信が、通信回数・通信時間ともに増

加しており、固定電話等のトラフィックが減少している原因の一つとして、携帯電話

に加えてＩＰ電話にもトラフィックが移行していることが挙げられる。 

 

（図表３ 総通信回数及び総通信時間の推移） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：「トラヒックからみた我が国の通信利用状況【平成17年度】」（総務省）

総通信回数
総通信時間

（単位：億回）
（単位：百万時間）

※

 

固定等発信回数とは、加入電話、公衆電話及びＩＳＤＮから発信された通信回数をいう。
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イ 接続トラフィックの動向 

 

 通信回数は、平成９年度まで増加した後、平成１２年度までは安定的に推移し、

平成１３年度以降は急速に減少している。減少率で見ると、平成１６年度、平成１７

年度及び平成１８年度は、それぞれ対前年度比で、▲6.7％、▲7.3％及び▲9.2％と

なっている。 

 （図表４-１ ＮＴＴ東西の交換機を経由するエンドエンドの通信量の推移） 

 （億回）
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対前年度比 ▲9.2%▲7.3%▲6.7%▲9.1%▲7.4%▲6.2%0.3%1.3%▲2.8%3.5%11.0%6.9%－

7408158799421,0361 ,1191,1931,1891,1741,2081,1671,051983通信回数

Ｈ１８Ｈ１７Ｈ１６Ｈ１５Ｈ１４Ｈ１３Ｈ１２Ｈ１１Ｈ１０Ｈ９Ｈ８H７Ｈ６

対前年度比 ▲9.2%▲7.3%▲6.7%▲9.1%▲7.4%▲6.2%0.3%1.3%▲2.8%3.5%11.0%6.9%－

7408158799421,0361 ,1191,1931,1891,1741,2081,1671,051983通信回数

Ｈ１８Ｈ１７Ｈ１６Ｈ１５Ｈ１４Ｈ１３Ｈ１２Ｈ１１Ｈ１０Ｈ９Ｈ８H７Ｈ６

 また、通信時間は、平成１２年度までは一貫して増加傾向にあり、同年度にピーク

に達したが、平成１３年度以降急速に減少している。平成１４年度及び平成１５年度

は、それぞれ対前年度比で 15%を超える大幅な減少となり、平成１６年度以降は、

減少のテンポは多少緩やかになったものの、依然として 10％以上の減少傾向が継

続している。 

 （図表４-２ ＮＴＴ東西の交換機を経由するエンドエンドの通信時間の推移） 
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対前年度比 ▲10.6%▲12.1%▲12.1%▲15.2%▲17.9%▲9.7%10.7%9.8%4.1%4.3%4.4%2.3%－

26293339465662565149474544通信時間

対前年度比 ▲10.6%▲12.1%▲12.1%▲15.2%▲17.9%▲9.7%10.7%9.8%4.1%4.3%4.4%2.3%－
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Ｈ１８Ｈ１７Ｈ１６Ｈ１５Ｈ１４Ｈ１３Ｈ１２Ｈ１１Ｈ１０Ｈ９Ｈ８H７Ｈ６

（億時間）
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 ＮＴＴ東西の固定電話の回線数については、平成９年度まで増加した後、平成１２

年度までは安定的に推移したが、平成１３年度以降は減少に転じた。こうした推移

は、増減幅は異なるものの、通信回数とほぼ同様なトレンドを示しているといえる。

なお、平成１６年度以降は、毎年減少幅が拡大する傾向にある。 

 

 （図表４-３ ＮＴＴ東西の加入電話・ＩＳＤＮ回線数の推移） 

 （万加入）
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対前年度比 ▲7.8%▲6.8%▲2.1%▲1.3%▲1.7%▲1.6%0.1%▲0.1%▲0.1%0.5%1.7%2.3%－

5,0495,4775,8796,0076,0846,1896,2926,2876,2916,3006,2716,1656,028

Ｈ１８Ｈ１７Ｈ１６Ｈ１５Ｈ１４Ｈ１３Ｈ１２Ｈ１１Ｈ１０Ｈ９Ｈ８H７Ｈ６

回線数

 以上のように、通信回数、通信時間、回線数のいずれもが、平成１３年度から減

少傾向に転じ、それも大幅な落ち込みを示しているのが最近３年間の特徴として挙

げられる。こうした減少傾向は、ＰＳＴＮのトラフィックを増加させる積極的な要因が

ない限り、今後も継続するものと考えられる。 

 

 なお、ＰＳＴＮのトラフィックの減少要因としては、近年のブロードバンド化・ＩＰ化の

進展により、ＰＳＴＮからＩＰ網へのマイグレーションが急速に進行し、トラフィックセン

シティブなユーザが固定電話から携帯電話又は０ＡＢ～Ｊ-ＩＰ電話へとその利用を

急速にシフトしたこと、また音声トラフィックが、ＡＤＳＬや光ファイバを使った高速イ

ンターネット接続に急速に移行したことなどが考えられる。 

 

（４） 接続料算定の在り方を巡る最近の動き 

 

 固定電話の接続料算定については、市場構造の変化や関係事業者からの意見等

を踏まえつつ、これまで数次にわたり見直しが行われてきたが、近年、ＰＳＴＮからＩＰ

網への移行等によってネットワーク構造自体が変化し、これに伴い、ブロードバンド市

場におけるビジネスモデルも大きく変化しつつあるのは前述のとおりである。 

 

 このため、固定電話の接続料算定の在り方も、このような市場構造やネットワーク

構造の変化を踏まえた検討が必要となり、平成１８年９月の「ＩＰ化の進展に対応した
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競争ルールの在り方に関する懇談会」報告書においては、ＰＳＴＮの接続料の在り方

について、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行期にあることを念頭に置いて、平成２１年度まで

の期間と平成２２年度以降の期間の二つに分けて検討を行うことが必要であるとされ

た。 

 

 上記報告書を踏まえ、総務省は、「新競争促進プログラム２０１０」（平成１８年９月）

を策定・公表した。その中で、固定電話の接続料に係る今後の算定方法については、

「長期増分費用モデル研究会における検討結果を踏まえ、情報通信審議会の審議を

経て、０７年中に結論を得る。その際、０８～０９年度の接続料算定の在り方について

具体的な結論を得るとともに、２０１０年度以降の接続料算定の在り方に係る基本的

な方向性についても検討を行い、一定の結論を得る」こととされた。 

 

 これを受けて、総務省は、平成１８年１０月から研究会を再開し、その報告書（平成１

９年４月）において第四次モデルを取りまとめた。これは、ＰＳＴＮへの投資抑制やＩＰ

化の進展等の環境変化を踏まえた見直しを第三次モデルに織り込んだものである。 

 

固定電話の接続料に係る今後の算定方法（現行ルールは０５～０７年度の３年間適用）については、
長期増分費用モデル研究会における検討結果を踏まえ、情報通信審議会の審議を経て、０７年中に０７年中に
結論を得る結論を得る。

０８～０９年度の接続料算定の在り方について具体的な結論０８～０９年度の接続料算定の在り方について具体的な結論その際、 を得 ２０１０年度以２０１０年度以るとともに、
降の接続料算定の在り方に係る基本的な方向性についても降の接続料算定の在り方に係る基本的な方向性についても検討 一定の結論一定の結論を行い、 を得る。

２．具体的施策

（３） ＮＴＴ東西の接続料の算定方法の見直し

(a) 固定電話の接続料の算定方法の見直し

新競争促進プログラム２０１０（抜粋）新競争促進プログラム２０１０（抜粋）新競争促進プログラム２０１０（抜粋）

 
 

 また、長期増分費用方式に基づく平成１９年度接続料等の改定に係る情報通信審

議会答申（平成１９年３月）において、平成１９年度以降のユニバーサルサービス制度

の補てん対象額の算定方式について、利用者負担を抑制することを目的として速や

かに見直すことが適当とされるとともに、当該見直しに当たっては、固定電話の接続

料におけるＮＴＳコストの在り方と密接に関連することから、これと同時並行的に見直

しを行い、所要の措置を講じることが望ましいとの要望が総務省に対して示された。 

 

 ＰＳＴＮからＩＰ網への移行が進展する中で、固定電話のトラフィックは、毎年１０％以

上の減少が継続している状況にあり、固定電話の接続料について、その算定の在り

方を検討・整理することは重要な課題である。その際、上記要望事項を踏まえ、ユニ

バーサルサービス制度の補てん対象額の算定方法の見直しに伴うＮＴＳコストの扱い

についても検討する必要がある。このため、本答申では、平成１６年答申において指

摘されたＮＴＳコストの扱いについて改めて検討するとともに、東西格差の扱いをはじ

め、６項目にわたる検討課題の基本的方向の整理を主眼に、平成２０年度以降の接

続料算定の在り方について取りまとめを行ったものである。 
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第１章 新モデルの評価 
 

１．主な改修点 
 

 前述した「新競争促進プログラム２０１０」を踏まえ、平成１８年１０月から再開された

研究会において、現行接続料の算定に用いられている第三次モデルの改修が行わ

れた。 

 

 研究会は、①ＰＳＴＮへの投資抑制等、実態を反映した見直し、②ＩＰ化の進展に対

応した見直し、③その他の状況変化に対応した見直し、の３点に絞って検討を行い、

平成１９年４月、新モデル（第四次モデル）を公表した。新モデルでの主な改修点等は、

以下のとおりである。 

 

（１） ＰＳＴＮへの投資抑制等、実態を反映した見直し 

 

ア 経済的耐用年数の適正化 

 

① 交換機ソフトウェア 

 交換機ソフトウェアの耐用年数は、これまでは法定耐用年数（５年）が適用さ

れていたが、交換機自体は経済的耐用年数が適用されていることから、交換

機のソフトウェアの耐用年数についても、経済的耐用年数を適用することとした

（平成２０年度は、７．７年と試算）。 

 

② 光ファイバ 

 第二次モデルを策定した研究会で推計後、これまで見直しが行われていなか

った光ファイバの経済的耐用年数について、最新の設備利用状況等を踏まえ、

撤去法8で再推計した。具体的には、ゴンペルツ関数及びワイブル分布を用い

て推計したところ、架空で１５．１年、地下で２１．２年となった。 

 

③ 新規投資抑制を考慮した経済的耐用年数の補正 

 第三次モデルにおいて、デジタル交換機、き線点ＲＴ、メタルケーブル（架空・

地下）及び管路の経済的耐用年数の推計手法として、投資抑制期間に応じて

モデルの経済的耐用年数を補正する手法が導入されたが、投資抑制が長期

化した場合にも適用できるよう、補正方法を見直した。 

 

イ 交換機設備の維持延命に伴うコストの反映 

  

メーカー修理の費用に相当するコスト等が、入力値では考慮されず、当該関連

コストが逸失されていることから、投資抑制の結果発生した逸失コストを復元する

ため、交換機の施設保全費の経費比率算定時に修理コストを加算することとす

                                                  
8 経過年数別の撤去率をもとに確率分布関数を仮定して、平均使用年数を推計する方式。 
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るとともに、保守用物品の減価償却費及び点検コストとして、保守用物品比率を

投資単価に乗じることとした。なお、交換機投資単価の見直しについては、今回

は見送ることとした。 

 

（２） ＩＰ化の進展に対応した見直し 

 

ア データ系サービスとの設備共用の反映（フレッツ・スクウェア等、ビジネスイーサ） 

 

 閉域網内に終始するサービス（フレッツ・スクウェア等）について、利用が増加し

たこと及びトラフィックを計測することが可能となったこと等から、設備共用の対象

として新たに追加した。ただし、ビジネスイーサについては、ネットワーク構成がＰ

ＳＴＮと異なる特徴を持っており、現行のデータ系サービスの設備共用ロジックを

そのまま適用できないため、設備共用の対象に含めることは見送ることとした。 

 

イ データ系サービスとの設備共用の反映（ドライカッパ電話） 

 

 ドライカッパ電話の回線数が 300 万を超えるなど、設備量として無視できない状

況となったため、加入者回線の設備量算定に当たり、ドライカッパ設備と加入電

話等の設備との間の費用配賦を行うこととした。その際、ユニバーサルサービス

制度の補てん対象額の算定用のモデルとの整合性を考慮し、当該費用配賦に

限定して、当該制度の補てん対象額算定の方法を導入することとした。 

 

（３） その他の状況変化に対応した見直し 

 

 新規架橋があった場合、経済比較を行った上、海底ケーブルの方が高い場合は、

海底ケーブルから架橋ケーブルに変更すること等とした。 

 

（４） 算定結果 

  

 加入者系交換機能、中継伝送機能及び中継交換機能の総コストは、新モデルでは

6,421 億円、第三次モデルでは 6,664 億円となり、約 243 億円の減少（▲3.6％）となっ

た。その内訳を見ると、加入者系交換機能のコストが約 205 億円（▲3.4％）減少した

ことによる影響が大きく、そのうちＮＴＳコストは約▲84 億円（▲2.7％）減少という結果

となった。 

 

２．新モデルの評価 
 

（１） 主な意見 

 

 ヒアリング等において、新モデルは、新規投資抑制やＩＰ化の進展といった環境変化

を概ね取り込んだものと評価する意見が、ＫＤＤＩ、ＱＴｎｅｔ及びソフトバンクから示され

たほか、交換機ソフトウェアの耐用年数の見直し、データ系サービスとの設備共用の
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反映による約３％程度のコスト削減結果を評価する意見が、フュージョン・コミュニケ

ーションズから示された。 

 

 また、新モデルの採用は基本的に妥当であるが、局舎集約の検証・反映、ＩＰ技術

の採用による効率化等の改善の余地がある。また、光ＩＰ電話の接続料については、

新モデルの算定結果をキャップとして同水準・同体系に設定すべきとの意見が、ソフ

トバンクから示された。 

 

 これに対し、新モデルでは、①交換設備の維持延命に伴うコストについて修理の受

付を停止したメーカーが引き続き修理を行うというあり得ない仮定を採用、②ＩＰ化の

進展に対応し、データ系サービスとの設備共用による範囲の経済を織り込む一方で、

固定電話の減少に伴うスケールデメリットを組み込んでいないという問題があるとの

意見が、ＮＴＴ東西から示された。 

 

 加えて、新規投資抑制という考え方が「最新の設備を過去から毎年度均等額調達し、

現在の設備量が構成されている」という現実にあり得ない仮定を取り、「現時点でネッ

トワーク全体を新規に構築する」という長期増分費用方式の前提に相反することから、

これをモデルに織り込むことに限界があるとの意見が、ＮＴＴ西日本から示された。 

 

 また、ＰＨＳ基地局回線について、実際費用との比較の上、ＬＲＩＣの適用の要否に

ついて検討を要望する意見が、ウィルコムから示された。 

 

（２） 考え方 
 

ア 新モデルの改修点についての評価 

 

 長期増分費用モデルは、既存事業者の非効率性を排除するコストモデルであり、

接続料算定における透明性、公正性の確保に大きく貢献してきている。また、現時

点でこれに代わりうる適切な手法は見当たらない。 

 

 新モデルは、平成１７～１９年度の接続料原価算定に用いられた第三次モデルを

その後の環境変化を踏まえて一部改修したものであるが、第三次モデル自体も、

平成１５～１６年度の接続料原価算定に用いられた第二次モデルを基本としてその

一部を改修したものである。 

 

 第二次モデルについては、その採用時と比較して、新規投資抑制の長期化やデ

ータ系サービスの拡大等の環境変化は進展したものの、ＮＴＴ東西の固定電話網

の構造はほとんど変化していない状況を踏まえれば、第二次モデルで採用された

設備量算定方法等の骨格は現状においても有効と考える。 

 

 また、新モデルについては、第三次モデルでも課題とされたトラフィックの減少及

び新規投資抑制等の環境変化が更に長期化していることを反映させたものであり、
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研究会において各界の専門家が十分な時間をかけて検討を行った上で改修された

ものであることから、その具体的な改修方法については、審議会として、研究会の

判断を尊重することにする。 

 

イ 新モデルの算定結果に係る評価 

 

 平成１８年度下期と平成１９年度上期の８ヶ月予測通信量を用いて新モデルで算

定した接続料単価（３分換算）は図表５のとおりであり、現行モデルと比較した場合、

ＧＣ接続の接続料単価は概ね 2％低下している。ただし、この新モデル算定値は、

次章で述べるＮＴＳコストの控除期間、通信量等の入力値の扱い等に関する議論

の結果を反映したものではなく、あくまで新旧モデルの比較のための参考値であり、

実際に適用されるものではない。 

 

（図表５ 平成２０年度接続料単価（３分換算）（試算値）） 
 第三次モデル算定値 

（H18 下＋H19 上、８ヶ月予測） 

新モデル（第四次モデル）算定値 

（H18 下＋H19 上、８ヶ月予測） 

ＧＣ接続 ３．８８円 ３．７９円

ＩＣ接続 ５．６８円 ５．５５円

 

 平成１７年度の実績通信量を用いて算定した第三次モデルの費用と平成１７年度

の実際費用を比較した場合、第三次モデルの費用の 7,059 億円に対し、実際費用

は 6,263 億円となっており、実際費用の方が第三次モデルの費用よりも低い値とな

っている。 

 

 この要因としては、実際費用の場合、投資抑制の長期化により設備全体に占め

る償却済資産の割合が増えて急速に減価償却費が抑制される一方、長期増分費

用モデルの場合、投資抑制の結果が経済的耐用年数の延長という形で反映される

ものの、減価償却費を急激に減少させず、ゆっくりと影響を織り込んでいくこと、ま

た、施設保全費の効率化の影響は、長期増分費用モデルに反映されるものの、実

際費用に比べて数年程度時間の開きがあることが考えられる。 

 

 しかしながら、新規投資抑制後の投資額の水準が低位で一定しており、法定耐用

年数を超えて投資抑制が長期化したことから、未償却資産の規模が再び安定し、

実際費用における減価償却費の減少傾向が底打ちを示す可能性がある。また、固

定電話を取り巻く状況としてトラフィックの減少だけでなく加入数の急速な減少が現

れ始めたが、現在の需要から直接コストを算出する長期増分費用モデルの方が、

トラフィックの減少等によるネットワーク規模の縮小による影響を反映しやすい可能

性がある。 

 

 長期増分費用方式は、既存事業者の非効率性を排除しつつ透明性・公正性が確

保される現存する唯一のコスト算定方法であり、接続事業者からはその維持を望

む声が強い。また、上述した投資抑制期間の長期化や固定電話を取り巻く状況の
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変化等を踏まえると、長期増分費用と実際費用が今後どのように推移していくのか、

現時点で正確に判断することは困難であり、現時点で実際費用の方が低い値であ

ることをもって直ちに長期増分費用方式の有用性の有無を判断するのは、適切と

はいえない。 

 

 15



第２章 ＮＴＳコストの扱い 
 

１．経緯と現状 

 
（１） ＮＴＳコストの段階的付替えの経緯 

 

ア 平成１２年答申 

 

 平成１２年答申では、長期増分費用方式の具体的な導入方策として、 

（ケースＡ）き線点ＲＴコストを従量制接続料で回収する考え方

（ケースＢ）き線点ＲＴコストを従量制接続料で回収しない考え方 

 の２つの選択肢について検討を行い、主に以下の理由により、ケースＡを適用す

ることが適当と判断された。 

 

① ケースＡについては、一定の条件が確保されれば、ＮＴＴ東西の経営に破壊

的な影響を回避しつつ導入を図ることが可能と予想される一方、ケースＢにつ

いては、き線点ＲＴのコスト回収が行われない場合には、経営への影響につい

ての見通しが十分得られていないこと

② ケースＢについては、ＮＴＳコストを基本料、定額制接続料のいずれで回収す

ることとしても、前者は利用者に直接的に転嫁され、後者は接続事業者が定額

制で利用者に間接的に転嫁するおそれがあるが、ＮＴＳコストを利用者に転嫁

するという社会的なコンセンサスが得られていないこと

③ また、ＮＴＴ東西の経営への影響が拡大すると、ユニバーサルサービス、利用

者料金、インフラ構築への悪影響が生じるおそれがあること  

 

 なお、ケースＢについては、事業者間の競争促進や接続料の引下げが通信料金

の低廉化をもたらすという観点からは望ましいが、基本料引上げの懸念等からき線

点ＲＴコストの回収が困難となれば、ＮＴＴ東西の経営に対して破壊的な影響を回避

し得ないおそれが強いとされ、き線点ＲＴその他のＮＴＳコストの扱いは今後の検討

課題とすることが適当とされた。 

 

イ 平成１４年答申 

 

 平成１４年答申では、ＮＴＳコストの全てを基本料で回収する場合には、負担構造

の大きな変動を生じることとなるため、ＮＴＳコストのうち、き線点ＲＴのみを検討対

象とし、その回収方法として、①基本料で回収する方法、②定額制接続料で回収す

る方法、の２つの考え方について検討を行った。 

 

 まず、基本料で回収する方法については、従量制接続料の引下げにより、市内利

用者料金が引き下げられる可能性はあるが、低利用者が支払う料金は増加するこ

ととなるなど利用者間で負担変動が伴うこととなる。特に、デフレ傾向が継続する経
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済状況下では、公共的料金である基本料を引き上げることについて社会的コンセ

ンサスを得ることは困難であり、現に多くの消費者団体から基本料の引上げに対し

て反対意見が提出された。 

 

 これらを踏まえ、料金とコストとの関係が必ずしも明確となっていない基本料体系

の下で、ＮＴＳコストを基本料に転嫁することは、なお慎重な検討を要し、社会的合

意も困難とされた。 

 

 次に、定額制接続料で回収する方法については、利用者に対して、従来どおり定

額料金を課さずに従量制の通話料のみとするほか、定額料金を課して従量制の通

話料を引き下げるなど、柔軟な利用者料金の設定を可能とする効果が期待される

が、以下の問題点を勘案すると、ＮＴＳコスト回収方法の抜本的解決法とは言い難

いとされた。 

 

 ① 定額制接続料がそのまま利用者に転嫁されるおそれがあること 

 ② 定額制接続料をＮＴＳコスト回収の暫定的方法として導入した場合、最終的に

は基本料等で回収する方法に移行する懸念があること 

 ③ 携帯電話やＮＴＴ東西以外の固定電話事業者の直加入に係る負担割合をど

う考えるか、マイライン４区分間の負担割合をどうするか、マイラインのデフォル

トの扱いをどうするか等の技術的問題が残ること 

 

 ただし、競争が進展するに従って、コスト発生要因に応じた回収を厳密に行うこと

の重要性が増してきており、ＮＴＳコストの回収方法について、接続料算定の枠内

に限定して議論することは限界に達していることから、現行の基本料、施設設置負

担金、各種の付加料金の取扱いと併せて、抜本的体系的に再検討する場を早急に

設け、その検討結果を踏まえて可及的速やかに電気通信料金体系の見直しを図る

よう要望がなされた。 

 

ウ 平成１６年答申 

 

 平成１６年答申では、ＩＰ化・ブロードバンド化の進展により、固定電話の通信量の

減少傾向が継続する状況にあることを踏まえ、ＮＴＳコストの扱いについて検討を行

った。その結果、以下の２点を考慮した上で、ＮＴＳコストを接続料原価から除くこと

が必要であり、その回収は、まずは基本料の費用範囲の中で行うことが適当とされ

た。 

 

 ① 通信量の減少局面において、通信量の増減に感応しないＮＴＳコストを接続

料原価に含めることは、接続料単価の大幅な上昇を招き、ひいては通話料の

上昇を招来し、その結果、更なる接続料や通話料の上昇を引き起こすといった

悪循環に陥る可能性があること 

 ② また、本来ＮＴＳコストを通話料に含める料金政策の考え方は負担能力を考

慮することにあったが、現在は、サービスの選択肢の多いブロードバンドサービ
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スの利用者の負担を軽減し、その分を他に選択肢がない既存の固定電話サー

ビスの利用者に負担させる結果となっていること 

 

 また、ＮＴＳコストの付替えは、ＮＴＴ東西の基本料の費用構造に大きな影響を与

えることとなるため、激変緩和措置として段階的に従量制接続料の原価からＮＴＳコ

ストを除くことが適当とされた。具体的には、接続料水準の極端な変動を避け、また

通話料の値上げにつながらない接続料水準を維持するとともに、基本料部門にお

ける競争環境の変化を考慮しても、ＮＴＳコストを基本料の費用において吸収可能

性のある水準とする観点から、ＮＴＳコストの付替期間は５年とすることが必要とさ

れた。 

 

 なお、当該段階的付替え期間は、現行モデルの適用期間（平成１９年度接続料分

まで）を超えることとなるため、現行モデルの適用期間終了後、新たに接続料の算

定方法が検討される場合には、必要に応じてＮＴＳコストの扱いについて改めて検

討を行うことが適当であるとされた。 

 

（２） ＮＴＳコストの段階的付替えの現状 

 

 平成１９年度においては、ＮＴＳコストの60％が基本料の費用範囲に付け替えられて

いる。この点、ＮＴＳコストの段階的付替え後（平成１７年度以降）における接続料の実

績値について、平成１６年答申における接続料推計値と比較すると、５年で段階実施

した場合の接続料推計値の下限の水準となるような推移を見せている。 

 

（図表６ ＮＴＳコストの段階的付替え後における接続料の実績値と平成１６年答申の接

続料推計値（５年段階実施）の比較） 

 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

実績値 5.60 5.35 5.01 － 

接続料推計値 

（5年段階実施） 
5.2-5.7 5.2-5.9 5.0-6.0 4.7-6.0 

※トランクポート等のコストを含む。 

 

 他方、ＮＴＴ東西の基本料収支については、音声伝送役務の回線数の減少等に加

えて、ＮＴＳコストの付替えの影響により、平成１８年度決算で、それぞれ約30億円の

赤字を計上している。 

 

 また、平成１９年３月の情報通信審議会答申9における要望事項を踏まえ、ユニバー

                                                  
9 「東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信設備に関する接

続約款の変更の認可（長期増分費用方式に基づく平成１９年度の接続料等の改定）」情報通信審議会

答申（平成１９年３月３０日）において、ユニバーサルサービス制度に係る補てん対象額算定ルールに

ついて利用者負担を抑制することを目的として速やかに見直しを行うこと、及び、各電気通信事業者が

ユニバーサルサービス制度の負担金について可能な限り利用者負担を抑制する方向で検討すること

等が要望された。 
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サルサービス制度の補てん対象額算定方法の見直し10が行われることに伴い、各電

気通信事業者間での費用負担構成が変化することとなる。 

 

２．平成２０年度以降の接続料算定におけるＮＴＳコストの扱い 
 

（１） 主な意見 

 

 ヒアリング等において、ＮＴＴ東西からは、基本料収支は急速に悪化しており、ＮＴＳ

コストの付替えによるコスト増を吸収することは困難であり、また、ユニバーサルサー

ビス制度の補てん対象額の算定方法の見直し案の下で、均一料金で高コスト地域の

サービスを維持するためには、現在の補てん対象コストが実質的にＮＴＳコストだけで

ある状況を踏まえ、ＮＴＳコストの回収の在り方を抜本的に見直すことが必要との意見

が示された。 

 

 具体的には、地方部のＮＴＳコストが高コストである要因は、主に低需要エリアのＲＴ

局に構築されるき線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストによるものであり、当該コストをＮＴＴ

東西のみが負担することは、以下の点から問題であるため、当該コストについて基本

料費用の範囲とはせずに接続料で回収するように見直すことが必要との意見が示さ

れた。 

 

 ① き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストの付替えにより、都市部を中心に参入する競争

事業者が、ＮＴＴ東西のネットワークに接続する際の接続料の低廉化を享受する

一方、ユニバーサルサービス制度の補てん対象額の算定方法の見直しにより、Ｎ

ＴＴ東西のみが当該コストを負担しつつ、ユニバーサルサービスを維持しなければ

ならなくなることから、競争の公平性を損なうこと 

 ② 集線機能の有無に基づき、基本料と接続料のいずれで賄うコストかを判断する

場合、特にドライカッパ電話サービス事業者は、ＲＴ－ＧＣ間の中継伝送路コスト

をＴＳコストとして他事業者から接続料で回収する一方、ＮＴＴ東西は当該コストを

ＮＴＳコストとして負担する結果、ＮＴＴ東西のみが当該コストを負担することとなり、

競争の公平性を損なうこと 

 ③ 従来、基本料は、収容局内の加入者回線設備コストを回収する料金として設定

されていることから、現行の基本料水準で、収容局を跨る中継伝送路のコストを

負担することは構造上不可能であること 

 

 これに対し、ＮＴＳコストは直ちに接続料から控除し基本料で吸収すべきもので、平

成１７年度から５年間かけて控除することはＮＴＴ東西の激変緩和措置として整理済と

の意見が、ＫＤＤＩ、ソフトバンク、フュージョン・コミュニケーションズ及びＱＴｎｅｔから示

された。  

 

 また、控除期間に関して、当該期間の見直しを行う場合はその考え方をあらかじめ

                                                  
10 「基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則の一部を改正する省令案について」 
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明確に整理すべきとの意見（ＫＤＤＩ）や接続料の安定的推移を図るという趣旨を踏ま

え、見直しを行うことは十分合理的との意見（ウィルコム）が示された一方、５年間より

長期間に変更することは適当でないとの意見（ソフトバンク及びＱＴｎｅｔ）も示された。 

 

（２） 考え方 

 

 平成１６年答申においては、ＮＴＳコストを全額基本料の費用範囲に付け替えること

が適当としつつも、同時に、基本料の費用範囲の中で回収することが困難であって、

ユニバーサルサービスの円滑な提供に支障が生じる懸念がある場合に、適切なユニ

バーサルサービス制度の発動が可能となるような制度見直しがなされるべきことが指

摘された。 

 

 現行のユニバーサルサービス制度は、そのような状況を前提として見直されたもの

であり、また当該制度に係る今回の見直しは、事業者間の負担の公平性の観点から

接続料の算定方法にも大きな影響を与えることから、接続料算定の在り方について

は、当該見直しを念頭に置きながら検討をすることが必要である。 

 

 このため、今般の接続料の算定方法の見直しに当たっては、ユニバーサルサービ

ス制度の補てん対象額と密接に関連しているＮＴＳコストの扱いについて検討を行う

ことが適当である。 

 

ア ユニバーサルサービス制度の補てん対象とＮＴＳコストとの関係 

 

 ユニバーサルサービス制度の補てん対象額の算定においては、回線当たり費用

が上位4.9％の高コスト加入者回線の属する地域について、全国平均費用を超える

額を補てんの対象とすることとしているが、今回の見直しでは、回線当たり費用の

分布の標準偏差を用いて、回線当たり費用が「全国平均＋標準偏差の２倍」を超え

る額に補てん対象を変更することとしているところである。これは、利用者負担の抑

制を図る観点から講じる、あくまでも当分の間の措置である。 

 

 回線当たり費用は、加入者回線等コスト11及びＮＴＳコストの合計であるが、メタル

加入者回線のように接続料の設定されている設備については、補てん対象額の算

定に際し費用の補正がなされていることから、回線当たり費用の分布曲線の形状

を決めているのは、ＮＴＳコストとなっている。 

 

 このＮＴＳコストのうち、高コスト地域の補てん対象額の大部分が、き線点ＲＴ－Ｇ

Ｃ間伝送路（き線点ＲＴとＧＣ間の伝送路のうち、ＲＴとＧＣ間に設置されるものをいう。

以下同じ。）（図表７参照）に係るコストとなっている。ユニバーサルサービス制度の

補てん対象額は、長期増分費用方式により算定されているが、効率的なモデルコ

ストを算定するため、経済比較により加入者回線の一部に設置されるき線点ＲＴが

                                                  
11 加入者回線コスト及び利用部門コスト 
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選択される。 

 

当該加入者回線がＲＴ局を経由してＧＣ局に収容される場合、当該ＲＴ－ＧＣ間の

中継伝送路はＮＴＳコストとなるが、このコストはＲＴ局に発生すること、またＲＴ局は

比較的少数の利用者を収容する収容局に設置される実態が多いことから、このコ

ストがほぼ高コスト地域に固まって分布する結果となっていると考えられる。 

 

 したがって、今回のユニバーサルサービス制度の補てん対象額の算定方法の変

更は、実質的には、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路に係るＮＴＳコストをＮＴＴ東西のみが

負担するという結果になることから、当該コストの適正な負担の在り方について改

めて検討を行うことが適当である。 

 

（図表７ ユニバーサルサービス原価の構成） 

 

ＮＴＳコスト（き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コスト）
（９３４億円）※

加入者回線等コスト 〔平均コスト水準〕

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

回線当たり費用（円）

上位4.9%高コスト地域

収容局毎の回線当たり費用の分布

その他のＮＴＳコスト（SLIC・き線点RT等）
（２，３７０億円）※

※ ＮＴＳコストの額は、平成18年度ユニバーサルサービス制度認可ベースの収容局毎の
回線当たり費用を基に、ＮＴＳコストを１００％基本料費用に付替えた場合のもの。

基本料コストの平均水準

（２,３１６円）

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路の扱い 

 

 き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路は、集線されておらず、加入者回線の増減に応じてコス

トが増減する設備であることから、平成１６年答申に基づき、当該伝送路に係るコス

トは、ＮＴＳコストとして基本料の費用範囲の中で回収することが原則となる。 

 

 しかし、ＮＴＴ東西からは、今回のユニバーサルサービス制度の補てん対象額の

 21



算定方法の変更に当たって、ＮＴＴ東西のみが、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路の費用を

負担することは競争の公平性の観点等から適当ではなく、当該費用がユニバーサ

ルサービス制度により補てんされないのであれば、接続料として関係事業者から公

平に回収すべきとの指摘がなされた。 

 

 この点については、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路は、上記のとおり基本的に加入者

回線の一部と認められ、その費用は、本来的にはＮＴＴ東西の基本料により回収さ

れるべきものであるが、以下の理由により、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路に係るコスト

は、当分の間の措置として、接続料原価に算入することもやむを得ない。 

 

①き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路は、主として事業者間競争が成立していない高コスト

地域において、加入者交換機が最寄りの局舎に設置されていない場合に加入者

交換機を設置している局舎まで加入者回線を延伸するために設置されるもので

あり、当該伝送路に係るコストは、従来のユニバーサルサービス制度では、その

補てんの対象に含まれていたことから、受益する事業者により公平に負担されて

いたこと 

②しかし、今回、利用者負担を抑制する観点から、ユニバーサルサービス制度によ

る補てんの対象範囲を縮小する結果、当該費用は、実質的に当該制度により補

てんされないこととなるため、当該費用をＮＴＴ東西の利用部門を含む各事業者

が公平に負担するようにする必要があること 

 

 この際、上記措置は、当分の間の措置であることにかんがみ、費用負担の公平

性や基本料・接続料水準に与える影響等に配意しつつ、制度としての予見可能性

を確保したものであることが必要である。 

 

 この点、実際のネットワークにおいては、長期増分費用モデル上のＲＴ局に必ずし

もＲＴが設置されているとは限らない。今般の見直しが、高コスト地域におけるき線

点ＲＴ－ＧＣ間伝送路の費用を各事業者が接続料として公平に負担することを目的

とするものであることにかんがみれば、当該費用は実態に即した必要最小限のも

のに限られるべきである。したがって、接続料原価に算入する費用は、長期増分費

用モデルで算定された収容局別のき線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路費用のうち、実際のネ

ットワークにおけるＲＴ設置局である局舎の当該伝送路費用に限ることが適当であ

る。 

 

 また、激変緩和措置として、これまで毎年度２０％ずつ段階的に接続料原価から

ＮＴＳコストを控除してきたことを踏まえれば、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路費用を接続

料原価に算入する場合も、毎年度２０％ずつ段階的に行うことが適当である。具体

的には、現行接続料規則上、接続料原価に加算されるＮＴＳコストが平成２０年度

において２０％であることから、これをベースとして当該年度以降、毎年度２０％ず

つ段階的に接続料原価に算入することが適当である。（図表９参照） 

 

 なお、上記措置は、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コスト以外のＮＴＳコストについては、
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引き続き５年間で段階的に基本料費用に付け替えるという原則を堅持することが可

能であり、平成１６年答申におけるＮＴＳコストの扱いと整合的な面を有する点でも

望ましいものである。 

 

（図表８ ＮＴＳコストの内訳）                             （億円） 
 加入者交換機能 

  
①き線点ＲＴ 

②中継伝送路 

（き線点 RT－GC 間）
③ＳＬＩＣ その他 

年間費用 
3,304 651 

（19.7％） 

934 

（28.3％） 

1,546 

（46.8％） 

173 

（5.2％） 

（注１）入力通信量は平成 17 年度実績値。 

（注２）括弧内は加入者交換機能の全費用に占める割合。 

 

（図表９ ＮＴＳコストのうち接続料へ加算されるものの割合） 
ＮＴＳコスト （Ｈ１９） H２０ H２１ H２２ H２３ 

ＲＴ－ＧＣ間伝送路 40% 40% 60% 80% 100% 

その他のＮＴＳコスト 40% 20% 0% 0% 0% 

合計 40% 24% 12% 16% 20% 

 

ウ き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路に係る接続料の回収方法 

 

 き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路費用を加入者交換機の接続料の一部として回収するこ

ととした場合、その方法としては、従量制接続料の費用範囲に含める方法と新たに

定額制接続料を設定する方法が考えられる。 

 

 当該費用は、ＲＴ設置局下の加入者回線数の増減に連動し、通信量に依存しな

いことから、通信量の減少傾向が継続することが見込まれる状況下においては、原

則的には従量制接続料の費用範囲に含めることは適当ではない。 

 

 しかしながら、定額制接続料を採用した場合、 

① 定額制接続料がそのまま利用者に転嫁されるおそれがあり、今回ユニバー

サルサービス制度に係る利用者負担を抑制するために当該制度を見直すこと

とした目的と矛盾するおそれがあるという問題

② 携帯電話や直収電話に係る負担割合をどう考えるか、マイラインの４区分間

の負担割合をどうするか、マイラインのデフォルトの扱いをどうするか等の技術

的問題

があり、また、仮に接続料算定に当たり通信量比を用いた按分を行うとすれば、実

質的に従量制と変わらないこととなる。 

 

 また、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路費用を従量制接続料の原価に算入した場合に、

直近の実績に基づき、接続料水準に与える影響を推測すると図表１０のとおりとな

る。この場合、平成２２年度においては、ＧＣ接続料は 4.7～5.3 円（3 分）となること

が想定されるが、これは、平成１６年答申において、５年間で段階的にＮＴＳコストを
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控除することとした場合の想定接続料の上限値（5.7 円／3 分）と比較して、十分に

競争が成り立ち得る水準であると認められる。 

 

（図表１０ き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路費用を接続料原価に段階的に算入した場合の

接続料水準（推定値）） 
（ＧＣ接続：円／3分） 

 （Ｈ１９） H２０ H２１ H２２ 

トランクポートを含む場合 5.0 円 4.6-4.8 円 4.5-4.9 円 5.0-5.7 円 

トランクポートを除く場合 4.7 円 4.3-4.5 円 4.2-4.5 円 4.7-5.3 円 

(注）Ｈ２０以降は、第４次モデルによる算定値。回線数、通信量については、一定の減少率を仮定し、一部入力

値については、過去のトレンドにより推計。 

 

 以上を踏まえれば、公正競争確保の観点からは、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路費用

の回収方法としては、当面は、新たな定額制接続料を設定するのではなく、従量制

接続料の一部として回収することが適当である。 

 

エ き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路に係るコストの負担方法の見直し 

 

 このように、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路費用は、あくまでも当分の間の措置として、

従量制接続料の原価に算入し、ＮＴＴ東西の利用部門を含む接続事業者が公平に

負担するという形にすることもやむを得ない。 

 

 しかし、この取扱いは、利用者負担の抑制を図る観点から、ユニバーサルサービ

ス制度の補てん対象額の算定方法を当分の間変更することに起因するものである。

このため、ＰＳＴＮからＩＰ網にマイグレーションが進行している状況を踏まえ、利用

者負担の抑制や接続料の水準等に配意しつつ、早急な検討を行うことが望ましい

ことから、平成２０年よりユニバーサルサービス制度の見直しを行い、き線点ＲＴ－

ＧＣ間伝送路費用の扱いも含めて結論を得ることが適当である12。 

 

 

                                                  
12 「新競争促進プログラム２０１０」においては、ユニバーサルサービス制度の見直しについて、「０９年

（平成２１年）に情報通信審議会の審議を経て、可能な限り速やかに所要の制度整備を行なう」こととさ

れている。 
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第３章 接続料設定に用いる入力値の扱い 
 

１．経緯と現状 
 

（１） これまでの経緯（第一次モデル及び第二次モデル） 

 

ア 通信量の扱い 

   

 第一次モデルの入力値については、長期増分費用方式を初めて導入したこと、ま

た３年間かけてＧＣ接続で▲22.5%、ＺＣ接続で▲60.1%という接続料水準の大幅な引

下げを行うものであったことから、ＮＴＴ東西の経営に与える影響に配慮して、平成

１０年度の実績通信量に固定した。 

 

 これは、当時トラフィックが増加傾向にあったことから、直近で判明していた平成１

１年度通信量よりも少ない平成１０年度の実績通信量を用いることによって、比較

的達成が容易な目標値として接続料を設定し、これを平成１２年度から平成１４年

度までの３年間かけて段階的に達成しようとするものであった。ただし、前述のとお

り、平成１２年答申において、モデル実施期間経過後に新モデルを適用できるよう

入力値の見直しに可能な限り速やかに着手することが適当とされた。 

 

 第二次モデルの入力値については、平成１４年答申において、①適用期間中使

用するトラフィックを固定する方法、②使用するトラフィックを毎年入れ替える方法に

ついて、それぞれ用いるトラフィックを実績トラフィックとする場合と予測トラフィックと

する場合の４通りの方法を想定して検討を行った。その結果、モデル適用期間内は、

接続事業者の予見性及び目標値としての性格を確保するためには、トラフィックを

含む入力値は固定することが適当とされた。 

 

 また、第二次モデルは、第一次モデルのように大幅な接続料水準の変更ではなく

なっていること、またトラフィックが大幅に減少していく予測が大勢を占めていたこと

から、モデル適用期間内のトラフィックを用いることが適当とされた。ただし、接続事

業者の予見性の確保や目標値としての性格を確保する観点から、平成１５～１６年

度の接続料は平成１４年度中に決定することが適当とされたため、モデル適用期

間内の予測トラフィックを用いることが望ましいとされた。 

 

 しかし、信頼性のある予測を行うことが困難な場合は、直近データ、例えば平成１

３年度実績値、または入手が可能であれば、平成１３年度下期と平成１４年度上期

のトラフィックを通年化した実績値を用いるものとされた。これを踏まえ、平成１５年

度の接続料は、平成１３年度下期と平成１４年度上期を通年化したトラフィックを用

いて算定された。なお、第二次モデルは、適用期間中の入力値を固定しているが、

事後精算が実施されたため、事実上、入力値が見直されていることとなる。 
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イ その他入力値の扱い 

 

 第一次モデルでは、デジタル交換機、光ファイバ及びアナログ・デジタル公衆電話

機の耐用年数については正確なデータ把握が可能であったことから、増減法13によ

り推計した経済的耐用年数を適用することとした。それ以外の設備は、法定耐用年

数を適用したほか、将来需要増加分を含まない既存の回線数等を所与のものとし

て算定した設備量が用いられた。ただし、平成１２年答申では、こうしたその他の入

力値は、トラフィックで採用された考え方と同様、実施期間中は固定することが適当

とされた。 

 

 平成１４年答申では、第二次モデルのトラフィック以外の入力値（機器単価、経済

的耐用年数、需要回線数、報酬率等）については、予測トラフィックや過去の実績

値を用いた場合、可能な限り、これと整合性を確保する必要があるとされた。第二

次モデルの適用期間が平成１５～１６年度の２年間に確定したことに伴い、デジタ

ル交換機、アナログ公衆電話に加え、伝送装置の経済的耐用年数を再推計すると

ともに、第一次モデルでは推計されなかったメタルケーブル、管路・電柱等に推計

対象を拡大した。当該推計は、従来の増減法をより数学的に精緻化した修正増減

法14を用いて行った。その他、光ファイバ単価の補正、施設保全費の効率化係数の

加味、経費率等の入替えを行った。 

 

（２） 現状（第三次モデル） 

 

ア 通信量の扱い 

 

 平成１６年答申において、通信量が継続して減少することが共通の認識となって

いたことから、適用年度である平成１７年度の実績通信量は、直近の実績通信量と

比較して一定程度減少することとなり、これを前提に、直近の実績通信量を用いて

接続料を設定した場合、実績通信量の減少に起因する原価の差異は、ＮＴＴ東西

の管理部門が負担する構造となる。 

 

 これを回避するための方法として、①事後精算を行う、②より直近の通信量を用

いて接続料を設定する、という２つの方法が示された。 

 

 このうち、①については、第二次モデルの適用の際に導入されたが、事業計画策

定上の予見性の観点から経営に悪影響を与えているとの指摘が多く提出され、ま

た長期増分費用方式に基づく算定値が目標値としての性格を有していることを踏ま

えると、引き続き採用することは適当ではないとされた。 

                                                  
13 最新の残存ストックを実現するために、各年度の新規取得数を過去に遡り、何年までの新規取得数

を累計すればよいかを算定し、これを当該設備が一回転する期間と見なし、経済的耐用年数の推計値

とする方式 
14 新規取得からの経過年数毎に撤去される数量を、実績データではなく適切な確率分布関数を用い

て算出した上で、上記増減法と同様の手法で経済的耐用年数を推計する方式 
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 また、②については、接続料の設定に用いる通信量と適用年度の実績通信量と

の乖離を小さくすることは重要であり、可能な限り直近の通信量を用いて接続料を

設定することは望ましいものの、平成１４年答申における認識と同様、直近の通信

量に予測を伴う場合は、信頼性のある予測通信量の策定が前提となるが、今後の

電気通信分野における環境変化については、ＩＰ電話の普及見込みも含めて不透

明な要素が多いこと等から、適用年度の通信量を予測することは困難とされた。 

 

 これらを受け、どの時点の通信量であれば信頼性の高い通信量予測を行うことが

可能かといった観点からの検討が必要とされ、審議会において直近の実績通信量

を用い、２ヶ月分と８ヶ月分の予測シミュレーションを行った。この結果、少なくとも現

状においては両者に大きな差異がなかったことから、平成１７年度の接続料算定に

用いるトラフィックは、より適用年度に近い通信量を用いるとの観点から、「平成１６

年度下期及び平成１７年度上期の通年通信量」を用いることが適当とされた。 

 

 また、可能な限り直近の通信量を用いて接続料を設定するという観点及びＮＴＳコ

ストを毎年度正確に把握する観点から、接続料の再計算を毎年度行うことが必要と

された。 

 

 これらを踏まえ、平成１７年度以降の接続料算定に係る入力値については、可能

な限り直近の通信量を用いて接続料を設定する観点等から、毎年度接続料の再計

算を行い、通信量が比較的安定的に減少している状況を踏まえ、「前年度下期＋

当年度上期の通年通信量」を用いて算定されている。これは、前年度下期の４か月

分の実績トラフィックに直近の実績トラフィックのトレンドを踏まえた８か月分の通信

量予測を加えることにより算定したものである。 

 

イ その他入力値の扱い 

 

 平成１６年答申では、トラフィック以外の入力値については、通信量との整合性を

可能な限り確保するため、直近のものとすることが必要であり、個別の入力値の選

定については総務省において判断することが適当とされた。 

   

 現行の第三次モデルでは、修正増減法により算定されるデジタル交換機、アナロ

グ・デジタル公衆電話の経済的耐用年数は直近までの導入実績により再推計が行

われている。このほか、公共的地下設備の利用実績、管路投資単価や経費率等に

ついても同様に、直近データにより見直しが行われている。 

 

 

２．平成２０年度以降の接続料算定に用いる入力値の扱い 
 

（１） 主な意見 
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ア 接続料算定に用いる通信量の扱いに関する意見 

 

 ヒアリング等において、ＮＴＴ東西からは、トラフィック等を適用年度に合わせない

場合、構造的に当該年度のコスト総額を回収できないことから、適用年度の実績ト

ラフィック等を反映した接続料とすることが必須であり、このため、近年、トラフィック

の減少テンポが安定的に推移していることを踏まえ、①１４か月分のトラフィックを

線形回帰により予測した適用年度の通年トラフィックをもとに接続料を算定し、②翌

年度に判明する適用年度の実績トラフィックに基づき精算することが必要との意見

が示された。 

 

 これに対して、ＫＤＤＩ及びソフトバンクからは、事後精算の採用は適当でなく、通

信量は実際に把握可能な過去実績を基本としつつも、「前年度下期＋当年度上期

予測」を採用することは一定の合理性があるとの意見が示された。同様に、フュー

ジョン・コミュニケーションズ、ＱＴｎｅｔ及びウィルコムからは、現行の８か月分の予測

方式でも大きな誤差が生じないため現行制度が適当との意見が示された。 

 

イ その他の入力値の扱いに関する意見 

 

 上記のほか、ヒアリング等において、従来どおり競争事業者からの提案を踏まえ、

最も効率性の高い入力値を採用することが適当との意見（ソフトバンク及びＱＴｎｅ

ｔ）、経済的耐用年数の推計手法の詳細を開示し精査する必要があるとの意見（ソ

フトバンク）、今回のモデル値で問題ないとする意見（フュージョン・コミュニケーショ

ンズ）が示された。 

 

（２） 考え方 

 

ア 接続料算定に用いる通信量の扱い 

 

 一般的に、予測期間が長期化すれば予測精度は低下する。また、通信量の減少

傾向が継続すると見込まれることを前提とすれば、接続料算定に用いる通信量の

計測期間が適用年度から乖離するほど、ＮＴＴ東西の接続料収入が過小になるお

それが大きくなる。 

 

 このため、平成１６年答申において指摘したように、接続料算定に用いる通信量

は、信頼性のあるデータであることを前提とした上で、可能な限り適用年度に近い

データを採用することが適当である。 

 

 この観点から、平成１７年４月、７月、１０月及び平成１８年１月までのそれぞれの

通信量の推移を用いて、 

①前年度通信量を採用する場合（２か月先まで予測） 

②前年度下期と当年度上期の通信量を通年化したものを採用する場合（８か月

先まで予測） 
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③当年度通信量を採用する場合（１４か月先まで予測） 

について、それぞれ予測通信量と実績通信量の乖離を試算してみると、図表１１の

とおりとなる。 

 

（図表１１ 予測通信量と実績通信量の乖離幅） 

  【通信回数】 
予測の程度 ２か月先 ８か月先 １４か月先 

予測値と実績値の乖離幅 -0.2～0.1% 0.1～0.8% 0.9～2.4% 
（参考） 

当年度通信量との乖離幅 
7.9～10.1% 3.9～5.5% － 

  

  【通信時間】 
予測の程度 ２か月先 ８か月先 １４か月先 

予測値と実績値の乖離幅 -0.3～-0.2% -1.2～-1.7% -2.2～-3.4% 
（参考） 

当年度通信量との乖離幅 
11.5～12.9% 5.5～6.1% － 

 

 ①の前年度予測値（２か月予測）を用いる場合、「予測値と実績値の乖離幅」は非

常に小さい（図表１１によれば、通信回数では-0.2～0.1%、通信時間では-0.3～

-0.2%）ものの、「当年度通信量との乖離幅」が極めて大きくなる（通信回数で 7.9～

10.1%、通信時間で 11.5～12.9%）ことから、これを入力値として用いることは適当では

ないと考えられる。 

 

 また、③の当年度予測値（１４か月予測）を用いる場合、比較的通信量の推移が

安定していた計測時期（平成１７年４月、７月、１０月及び平成１８年１月の各試算時

期）においても、「予測値と実績値の乖離幅」が大きく（通信回数で0.9～2.4％、通信

時間で-2.2～-3.4％）、更に当該乖離幅の計測時期の違いによる振幅も大きい（２

か月予測の場合、通信回数で 0.3％、通信時間で 0.1％であるのに対し、１４か月予

測の場合、通信回数で 1.5％、通信時間で 1.2％）。 

 

 加えて、ＩＰ化の急速な進展により、今後ＰＳＴＮの加入者が急激に減少する可能

性があること等を踏まえれば、「予測値と実績値の乖離幅」や当該乖離幅の計測時

期の違いによる振幅が更に大きくなるおそれがあると考えられる。 

 

 この点、ＮＴＴ東西からは、最近は低利用の電話利用者の減少が顕著であること

等を理由として、固定電話回線数の減少テンポが拡大した場合であっても、今後と

も通信量の減少は安定的に推移すると見込まれるとの意見が示された。しかし、こ

のことは、今後、高利用の電話利用者が主として減少することとなる可能性を否定

するものではなく、むしろ低利用の電話利用者の減少が止まった段階で、高利用の

電話利用者の減少が加速することも十分考えられる。 

 

 以上を踏まえれば、現時点において、③の当年度予測値（１４か月予測）は、十分

な信頼性があるとまでは認められず、これを入力値として用いることは適当ではな
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いと考えられる。 

 

 これら二つの場合と比較して、②の前年度下期と当年度上期の通信量を通年化

したもの（８か月予測）を用いる場合、「予測値と実績値の乖離幅」の計測時期の違

いによる振幅（通信回数で 0.7％、通信時間で 0.5％）は、③の当年度予測値（１４か

月予測）の半分以下であることから、当年度予測値と比較して信頼性が相当程度

高いと認められる。 

 

 また、「予測値と実績値の乖離幅」（通信回数で最大 0.8％、通信時間で最大

-1.7％）は、平成１６年答申における試算（通信回数で 0.4％、通信時間で 0.1％）に

比べ拡大してはいるものの、「当年度通信量との乖離幅」（通信回数で 3.9-5.5％、

通信時間で5.5-6.1％）は十分に小さく、当該乖離幅が非常に大きくなる①の前年度

予測値（２か月予測）と比較しても、予測通信量としての信頼性が劣っているとは認

められない。 

 

 したがって、平成２０年度以降の接続料算定に用いる通信量としては、引き続き、

前年度下期と当年度上期の通信量を通年化したものを採用することが適当であ

る。 

 

イ その他の入力値の扱い 

 

 その他の通信量について、現行接続料算定における運用に特段の問題点は認

められず、また、ヒアリングにおいて、経済的耐用年数の算定において透明性を一

層確保すること以外、接続事業者から特段の要望はなされなかった。 

 

 したがって、通信量以外の入力値については、従来同様、透明性の確保に配意し

つつ、必要に応じて総務省において毎年度の接続料算定時に見直し、可能な限り

最新のデータを用いることとすることが適当である。 
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第４章 接続料における東西格差 
 

１．経緯と現状 
 

（１） これまでの経緯 

 

 平成１４年答申では、東西別接続料の適否について、以下の３つの考え方を軸に検

討が行われた。 

   

 （Ａ案）東西平均のモデル算定値を適用する方式  

 （Ｂ案）ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本にそれぞれのモデル算定値を適用する方式

 （Ｃ案）ＮＴＴ東日本には自社固有のモデル算定値を適用し、ＮＴＴ西日本には東西

平均のモデル算定値を適用する方式 

 

 検討の結果、ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本が別会社であるという事実を前提にすれ

ば、Ｂ案に従い、それぞれのコスト構造・水準の違いを反映した各社固有のＬＲＩＣベ

ースのコストに基づき接続料を設定することが最善の方法であるとの判断が示された。

しかし、実際のモデル適用においては、ＮＴＴ東日本の経営に及ぼす影響や西日本エ

リアの利用者に与える影響について配慮することが必要であり、例えば、ＬＲＩＣベー

スのコストに基づく接続料水準を即時に適用するのではなく、年度ごとに段階的に適

用する等の措置を講じる必要があるとされた。 

 

 しかし、平成１４年答申以降も、地方公共団体や経済団体を中心に東西均一の接

続料を求める多くの要望書が総務大臣宛に提出され、また、国会15において、電話サ

ービスが全国民に対して公平に提供されるべきユニバーサルサービスであることを

踏まえ、接続料を東西均一とすることについて附帯決議がなされた。 

 

 加えて、長期増分費用モデルによる試算では、ＮＴＴ東西間においてコストベースで

30％以上の格差が生じるとの結果が出た。これは、ほとんどの電話サービス提供事

業者がＮＴＴ東西の地域電話網に依存し、接続料支払いがその電話サービスコストの

４割程度を占めていることを考えると、東西の各エリアにおける利用者料金に相当程

度の格差を生じさせる可能性が高いことから、平成１５～１６年度接続料は東西均一

が維持されることとなった16。 

 

 

 

                                                  
15 衆議院総務委員会及び参議院総務委員会（いずれも平成１４年１１月２８日開催） 
16 平成１５年７月の日本電信電話株式会社等に関する法律の一部改正により、接続料を均一とする

ことにより生じる接続料収入と原価との乖離を是正するため、ＮＴＴ東日本がＮＴＴ西日本に対して金銭

を交付する東西交付金制度が導入され、ＮＴＴ東日本とＮＴＴ西日本との接続料について同等の水準を

確保することが財政面からも措置されている。 
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（２） 現状 

 

 平成１６年答申では、原則としては、ＮＴＴ東西はそれぞれ異なる指定電気通信設備

を設置する電気通信事業者として、各々の原価に基づき接続料を算定することが適

当とされた。 

 

 しかしながら、第三次モデルでは、ＧＣ接続の接続料における東西格差は、第二次

モデルよりも縮小したものの、依然 20％を超える格差が存在した。これを踏まえ、接

続料は市内通話料金の原価の６～７割を占めていることから、仮に接続料を東西別

とすれば、結果的に市内通話料金においても東西格差が生じる可能性が高いと予想

された。 

   

 この点、ＮＴＴ東日本とＮＴＴ西日本のヤードスティック競争によって、両者の接続料

格差が将来的に縮小されることを期待する観点から接続料を東西別にすべきとの議

論があった。しかし、長期増分費用方式に基づく接続料は効率化の目標値として設

定されるものであり、第三次モデルにおいてもその接続料に２割の東西格差が存在

するということは、効率化を行った後も２割の格差が存在せざるを得ないことを意味す

る。このため、長期増分費用方式によって接続料を算定する限り、当面格差を設け、

将来的にその格差が縮小することを期待する方法は採用し難いとの判断がなされ

た。 

 

 また、平成１６年答申の審議の過程で提出された意見においても、ユニバーサルサ

ービスである市内通話料金の地域格差につながる可能性がある東西別接続料の設

定については、十分な社会的コンセンサスを得られているとは言い切れないと判断さ

れたため、平成１７年度以降の接続料については東西均一とすることが適当とされた

。 

   

 以上を踏まえ、長期増分費用方式により算定される接続料のうち、端末系交換機能

や市内伝送機能ほか５機能について、第三次モデル適用期間中は引き続き東西均

一の接続料設定を確保するため、平成１９年度末までは、ＮＴＴ東西の原価及び通信

量等を合算して接続料が算定されている。 

 

 なお、平成１９年度接続料について、ＮＴＳコストを60％控除したベースで、第三次モ

デルにより算定したところ、ＮＴＴ東西間の格差は、ＧＣ接続・ＩＣ接続ともに20％以上と

なるなど、両者の間には依然として大きな格差が存在している。 

 

（図表１２ 平成１９年度接続料における東西格差（長期増分費用モデル）） 
 ①東西均一 ②東日本 ③西日本 東西格差(③/②) 

ＧＣ接続 

(NTS ｺｽﾄ 60%控除)
４．６９円 ４．１９円 ５．２１円 １．２４ 

ＩＣ接続 

(NTS ｺｽﾄ 60%控除)
６．５５円 ５．９７円 ７．１４円 １．２０ 
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２．平成２０年度以降の接続料における東西格差の扱い 
 

（１） 主な意見 

 

 ヒアリング等において、固定電話の通話料金は、ユニバーサルサービスとして位置

付けられ、全国均一料金による提供に対する社会的要請が強く、東西別接続料金の

導入がユーザ料金の東西格差に波及するおそれがあったことから、東西均一料金が

採用されてきた。固定電話の通話料金は、ユニバーサルサービスの対象外となり、接

続料金を含めた市場実勢の中で決定される環境に移行している状況を勘案しつつ、

接続料金の取扱いに当たっては、ユーザ料金の全国均一料金での提供に対する社

会的要請を十分に配意して検討することが必要との意見が、ＮＴＴ東西から示され

た。 

 

 これに関連して、仮に東西均一とする場合には、現行の東西交付金制度又はこれ

と同等の仕組みが必要との意見が、ＮＴＴ西日本から示された。 

 

 また、ユニバーサルサービス維持の視点に立てば、東西均一料金を維持すること

が妥当との意見が、ＱＴｎｅｔ及びウィルコムからも示された。 

 

 これに対して、接続料は、会社固有のコストに基づき設定されるもので、格差の大

小にかかわらず東西別の接続料とすべきであり、接続料の差が直ちにユーザ料金に

反映されるわけではないとする意見（ＫＤＤＩ、ソフトバンク）、実際費用方式による接続

料は東西別であり、東西均一とする必要はないとする意見（フュージョン・コミュニケー

ションズ）が示された。 

 

 このほか、東西均一料金はＮＴＴ分割の趣旨を損なうものとする意見（ＫＤＤＩ）やＮＴ

Ｔ東西間の競争により通話料金が全体的に低廉化する可能性についても考慮すべき

とする意見（ソフトバンク）が示された。 

 

（２） 考え方 

 

 新モデルにおけるＮＴＴ東西間の接続料格差は、平成１７年度の通信量を用いて試

算すると、ＮＴＳコストを 60％控除した場合、ＧＣ接続で 25％、ＩＣ接続で 20％となる。

更に、ＮＴＳコストを 100％控除した場合、ＧＣ接続で 37％、ＩＣ接続で 25％となり（図表

１３参照）、ＮＴＴ東西間の接続料格差は今後拡大するという結果となった。 

 

（図表１３ 接続料における東西格差（長期増分費用モデル）） 
 東西均一 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本  東西格差 

ＧＣ接続（ＮＴＳコスト 60％控除） ３．８７円 ３．４５円 ４．３２円  １．２５ 

ＧＣ接続（ＮＴＳコスト 100％控除） ２．６０円 ２．２０円 ３．０１円  １．３７ 

ＩＣ接続（ＮＴＳコスト 60％控除） ５．５０円 ５．０１円 ６．００円  １．２０ 

ＩＣ接続（ＮＴＳコスト 100％控除） ４．２２円 ３．７６円 ４．６９円  １．２５ 
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ア 接続料の東西格差に係る社会的要請 

 

 電話サービスにおいては、前述のとおり、接続料が利用者料金の原価に占める

割合が高いことにかんがみれば、東西別接続料に移行した場合、利用者料金にお

ける東西格差につながるおそれは今後一層増大する。平成１６年答申において、

接続料に約２割の東西格差を設けることに関して、西日本で事業を行う事業者及び

西日本の消費者団体から反対の意見が出されたことを踏まえれば、接続料の東西

格差が更に拡大することが想定される平成２０年度以降の接続料において、固定

電話の通話料金の地域格差につながるおそれがある東西別接続料を設定するこ

とについて、十分な社会的コンセンサスを得ることは困難と考えられる。 

 

 なお、市内通話については、平成１７年に基礎的電気通信役務から除外されたが、

これは、市内通話のユニバーサルサービスとしての重要性が低下したことを理由と

するものではなく、市内通話について、全国的に複数事業者による競争的なサービ

ス提供が実現し、安定的なサービス供給が確保されていることから、ユニバーサル

サービス制度の補てん対象とする必要性がなくなったことによるものである。したが

って、市内通話が基礎的電気通信役務でないことをもって、市内通話の社会的経

済活動における重要性が否定されるものではない。 

 

イ 東西別接続料の設定による公正競争上の影響 

 

 図表１３の東西格差を前提とすれば、仮に東西別接続料を設定した場合、特に西

日本地域において次のような影響が生じることが考えられる。 

 

ａ） 全国を営業区域とする電気通信事業者 

 

 全国を営業区域とする電気通信事業者においては、東西別接続料の設定によ

り西日本地域で接続料が上昇するものの、東日本地域では接続料が低下するこ

とから、接続料を東西別にすることによる接続料収支への影響は基本的にないと

考えられる。したがって、全国を営業区域とする電気通信事業者においては、東

日本地域において利用者料金の値下げを行わない限りは、西日本地域において

利用者料金を値上げする圧力は基本的に生じないと考えられる。 

 

ｂ） 西日本を営業区域とする電気通信事業者 

 

 西日本を営業区域とする電気通信事業者は、東西別接続料の設定により接続

料収入･接続料支出ともに増加する。しかしながら、多くの事業者においては、自

網から発信するトラフィックが自網に着信するトラフィックよりも多く、かつ、通信が

西日本地域内で終始する割合が大きいことから、東西別接続料の設定により接

続料水準の15.8％17の上昇が見込まれ、利用者料金の値上げ圧力は比較的大

                                                  
17 新モデルにおいて、接続料の設定を東西均一（2.60 円）から東西別（ＮＴＴ西日本：3.01 円）に変更す
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きいと考えられる。 

 

ｃ)ＮＴＴ西日本 

 

 ＮＴＴ西日本においては、東西別接続料に移行した場合、接続料収入は増加す

るが、従来受け取っていた東西交付金収入がなくなることから、接続料に係る収

入には基本的に影響はないと考えられる。他方、接続事業者に対する接続料支

出も増加するが、自網内通信の割合が大きいため、その影響は比較的小さいと

考えられる。また、そもそもＮＴＴ西日本の自網内の通話サービスに要する費用は

電気通信事業会計上の費用であり、接続料水準の変更により影響を受けない。 

 

 このため、ＮＴＴ西日本においては、利用者料金の値上げ圧力は比較的小さい

と考えられ、利用者料金の値上げを行わないという選択を採ることは十分可能で

あると考えられる。 

 

 したがって、東西別接続料を設定した場合、ＮＴＴ西日本及び全国を営業区域

とする接続事業者は、利用者料金を値上げしないという選択肢を採ることは可能

であるが、その場合、特に西日本を営業区域とする電気通信事業者に対して、

いわゆるプライス・スクイーズを招来するおそれがあり、西日本地域における公

正競争を阻害することとなる可能性もあると考えられる。 

 

ウ 東西別接続料の設定の是非 

 

 以上のような、東西別接続料の設定によるメリット・デメリットを比較考慮すれば、

現行の接続料算定方法を大幅に見直さない限りにおいて、これまでと同様に、東西

均一接続料を採用することが適当である。 

 

 ただし、これまでの答申において繰り返し指摘したとおり、接続料規則における原

価算定の原則やＮＴＴ東西を別々の地域会社として設立した経緯からは、本来的に

は、東西別に接続料を設定することが適当である。 

 

 元来、東西均一接続料は、ＮＴＴ東西の非効率性を排除した長期増分費用方式で

算定してもなお生じる東西間の接続料格差が、第二次モデル、第三次モデルにお

いて 20％以上に達していることや利用者料金の全国均一維持の社会要請等を受

けて、これに対処するために措置されてきたものである。 

 

この点については、東西間の接続料格差について実際費用により試算した場合、

ＮＴＳコストを 100％控除したときには、新モデルによる試算結果（37%）に比較して、

15％まで縮小する結果となる。今後、ＮＴＴ西日本において効率化が継続して行わ

れ、実際費用上縮小している東西格差が更に縮小していく場合には、東西別接続

                                                                                                                                                  
る場合のＮＴＴ西日本の接続料水準の上昇率（試算値） 
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料設定のデメリットが大きく解消されると考えられる。 

 

また、ユーザ料金の地域格差につながるおそれが考えられることから、東西均一

接続料が維持されているが、地域格差が十分に縮小し、ユーザ料金への影響が少

なくなるとともに、ＰＳＴＮからＩＰ網への本格的移行等の環境変化による利用者意識

の変化などが認められれば、東西別接続料を設定したとしても、利用者に与える影

響は、必ずしも大きいものではなくなると考えられる。 

 

 したがって、今後、接続料の算定方法を見直し、ＮＴＴ西日本が実際に行う効率化

が接続料に十分反映されるようになる場合には、東西別の利用者料金の設定につ

ながる東西別接続料の設定についての社会的コンセンサスの状況にも配意しつつ、

東西別の接続料設定を行う方向で、改めて検討することが適当である。 

 

 

 

 36



第５章 新モデルの適用期間 
 

（１） 主な意見 

 

 ヒアリング等において、ＮＴＳコストが実質的にユニバーサルサービス制度の補てん

対象コストであり、接続料におけるＮＴＳコストの回収方法と密接に関連することから、

接続料の在り方及び新モデルの適用期間については、ユニバーサルサービス制度

の見直しとセットで検討することが必要との意見が、ＮＴＴ東西から示された。 

 

 これに対して、新モデルの適用期間はＮＴＳコスト控除の残余期間に合わせて決定

されるものであり、従前の整理に従えば、２年間適用とすることが適当とする意見（Ｋ

ＤＤＩ）のほか、新モデルの適用期間を２年間とし、その間に次期接続料算定の方法を

検討することが適当とする意見（ソフトバンク）、制度全般の見直しが２０１０年目途で

あることを踏まえ、２年間とすることが適当との意見（ウィルコム）が示された。 

 

 さらに、３年間の適用期間を適当とする意見として、ＮＴＴ東西の光3,000万利用やブ

ロードバンドカバー率が２０１０年を目標としていることを理由とする意見（フュージョ

ン・コミュニケーションズ）や基本的な算定ルールは頻繁に変えない方がよいとする意

見（ＱＴｎｅｔ）が示された。 

 

（２） 考え方 

 

 長期増分費用モデルは、新たに電話網を構築することを前提としており、基本的に

新規投資を行っていない現実のネットワークとの乖離については、例えばデータ系設

備との共用ロジックの追加や投資抑制を耐用年数に反映させることにより対応してき

た。しかし、近年のＩＰ化の急速な進展により、モデルの部分的な改修では対応できな

くなる可能性がある。 

 

 また、新モデルにより算定した接続料原価は、平成１７年度時点において実際費用

方式により算定した接続料原価を上回っており、長期増分費用モデルの目標値とし

ての意義も近年薄れてきている。したがって、新モデルを平成２０年度以降長期にわ

たって適用することは適当ではない。この点、接続事業者からも新モデルを４年以上

適用することを支持する意見はなかった。 

 

 他方、適用期間が短すぎるのも適当とは言えない。仮に、長期増分費用モデルを抜

本的に見直すためには、十分な検討期間が必要となる。また、固定系通信の契約者

全体に占める固定電話の契約数のシェアは、依然として 84.3％（平成１９年３月末時

点）18であり、当該契約数が新モデルによる原価算定が妥当しないと認められる水準

まで減少するには、なお一定の期間を要するものと考えられる。 

                                                  
18 平成１８年度末における固定系通信（加入電話、ＩＳＤＮ、直収電話、0AB～J-IP電話及びＣＡＴＶ電

話）の契約数 5,928 万加入に対する固定電話（加入電話＋ＩＳＤＮ）の契約数 5,516 万加入の割合 
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 また、第２章において示したとおり、ＮＴＳコストの一部を段階的に接続料原価に算

入することとした場合であっても、平成２２年度までは、平成１６年答申で推計した５年

間で段階的にＮＴＳコストを控除することとした場合の接続料の上限値を下回る水準

となることが想定されることから、接続料水準の観点からは、接続料算定の在り方を

抜本的に見直す必要性に乏しい。また、制度の安定性を確保する観点からも算定方

法の頻繁な変更は好ましくない。 

 

 以上を踏まえれば、新モデルの適用期間は、平成２２年度までの３年間とすること

が適当である。ただし、電気通信分野の市場構造は今後一層急速に変化していくこと

が見込まれる中、適用期間内に新モデルが機能しなくなるおそれが明確な状況にな

った場合は、平成２２年度を待たずに、接続料算定の在り方について検討を開始し、

速やかに所要の制度整備を図ることが適当である。 

 

 なお、ＮＴＳコストの扱いについては、ユニバーサルサービス制度の在り方と密接に

関連することから、次期接続料算定の在り方について検討を開始する前であっても、

ユニバーサルサービス制度の在り方の見直し19に合わせ、所要の見直しを検討する

ことが適当である。 

                                                  
19 平成１９年３月３０日付け情報通信審議会答申において、総務省に対し「ユニバーサルサービス制

度自体の見直しについても、可能な限り前倒しを行い、速やかに結論を得ることが望ましい」との要望

が示されている。 
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第６章 新モデル適用期間後における接続料算定の在り方 
 

１．経緯と現状 

 
 加入電話の契約者数及びトラフィックの減少は、ＰＳＴＮの接続料原価からのＮＴＳコ

ストの段階的付替えが終了した後も続くことが想定される。その場合、従量制接続料

の水準が急速に上昇することが避けられないため、加入電話の利用者料金への影

響も踏まえつつ、ＰＳＴＮの接続料の在り方を議論する必要がある。 

 

 特に、ＰＳＴＮからＩＰ網へのマイグレーションが進展し、例えば、ＰＳＴＮとＩＰ網の規模

が逆転する可能性があること、都市部を中心に先行してＩＰ化が進展することで、地域

間でネットワーク構造に違いが生じ、ネットワークコストの地域間格差が拡大すること

が想定される。 

 

 このような時代のＰＳＴＮの接続料の在り方については、ＩＰ化の進展状況を踏まえ、

コスト算定方式も含めて多面的に検討していく必要がある。 

 

２．新モデル適用期間後における接続料算定方式 
 

（１） 主な意見 

 

 ヒアリング等において、ＮＴＴ東西からは、次世代ネットワークはＰＳＴＮと比較し確固

たる技術基準がなく、技術的にもサービス的にも予見が難しく、多彩なサービスを迅

速かつ柔軟に提供するためにも規制を前提にした議論はなじまないとの意見が示さ

れた。 

 

 これに対して、ＫＤＤＩからは、ネットワークがＩＰ網に移行しても接続料算定に当たり

担保すべき条件は、透明性の確保と恣意性・非効率性の排除であるが、その点ＬＲＩＣ

は最適であり、また、移行期の接続料算定に当たり、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行状況

を考慮し、ＮＴＴがＩＰ網への移行計画を提示することが重要であり、移行期では、ＰＳＴ

Ｎのトラフィックの減少等を考慮し、一旦接続料を据え置く等の暫定的措置が必要と

の意見が示された。 

 

 また、ソフトバンクからは、接続料算定は、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行状況を基準に、

フェーズ１（ＰＳＴＮ・ＩＰ網が併存）とフェーズ２（フルＩＰ網に移行）に分けて検討し、フェ

ーズ１では、①既存のＬＲＩＣモデルにＩＰ技術を可能な範囲で採用した上で、ＰＳＴＮ接

続料を上限としてＰＳＴＮ・光ＩＰ電話接続料を同水準・同体系に設定すること、②ＰＳＴ

Ｎ／ＩＰ網ハイブリッドのＬＲＩＣモデルを策定した上で、ＰＳＴＮ接続料と光ＩＰ電話接続

料をまとめて算定することが考えられるとの意見が示された。 

 

 このほか、現時点でのＩＰ網は、発展途上にありモデル化することは困難であり、新
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モデルの適用期間中における課題とする意見（フュージョン・コミュニケーションズ）、Ｉ

Ｐ化の進展状況を踏まえ適切な時期に検討すべきとの意見（ウィルコム）、基本料金

の在り方やユニバーサルサービス制度の拡充等についての検討が必要とする意見

（ＱＴｎｅｔ）が示された。 

 

（２） 考え方 

 

 現行のボトムアップ型の長期増分費用モデルは、透明かつ客観的なモデルに基づ

き算定されており、接続料収入に占めるＰＳＴＮの大きさや、ネットワーク構成上多くを

占めるＰＳＴＮには依然として非効率性が内在していると考えられることを踏まえれば、

なお、一定の意義を有している。 

 

 一方、今後のＰＳＴＮ接続料の在り方を検討するに当たっては、ＩＰ網等の他のネット

ワークとの関係の考慮が重要となってくるが、現時点においてはＰＳＴＮの規模が極

めて大きいことから、他のネットワークがＰＳＴＮの設備の一部を共用している実態を

反映して費用が適切に配分されていることを前提として、ＰＳＴＮ接続料の適切性が

確保可能となっている。 
 

 新モデルでは、専用サービスやデータ系サービス（Ｂフレッツ等）との間の設備共用

による費用配賦を行っているが、ＰＳＴＮ型のモデルであるため、専用サービスのパス

数に換算することで必要な設備量を算定し、費用配賦を行っているところである。 

 

 しかしながら、今後、広域イーサをはじめとする多様なネットワークの登場により、従

来のＰＳＴＮ型のモデルでは適切な共用設備の設備量を算定することが難しく、接続

料を設定することに合理性が認められなくなった場合、ＩＰ網を主とした長期増分費用

モデルを新たに構築し、そこからＰＳＴＮの接続料原価を切り出す方法が考えられる

が、ＰＳＴＮとＩＰ網とのコストの切り分けに必要となる配賦方法等の技術的課題の解

決をどのように図るかが問題となる。この点について、研究会においてＩＰ網の長期増

分費用モデルが検討されたが、現時点においては、その構築は時期尚早との結論に

至った。 

 

 このため、短期的な視野に立てば、ボトムアップＬＲＩＣ方式の改修を検討することも

考えられるが、中長期的にはＩＰ化が相当程度進展し、仮にボトムアップＬＲＩＣ方式を

採用することが困難である場合は、他の算定方法を検討することが適当である。 

 

 新モデル適用期間後のＰＳＴＮ接続料の算定方式の検討に当たっては、ＩＰ化が相

当程度進展していると考えられ、現時点で、現行のボトムアップＬＲＩＣ方式の改修で

対応可能なのかどうかを決定することは困難である。その理由としては、ＩＰ網の規模

がどの程度大きくなっているかが分からないことに加え、ＩＰ網がまだ発展途上の技術

であり、次世代ネットワークなどのＩＰ網が具体的にどのようなアーキテクチャーで構成

されていくのか現時点で予測困難なことが挙げられる。 
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 したがって、ひとまず将来のＰＳＴＮ接続料の検討の前提条件として、ＰＳＴＮがまだ

一定程度の規模を保ちつつも相当程度のＩＰ網が併存する中、ＰＳＴＮの加入数、トラ

フィックの減少傾向が継続し、現行の接続料の算定方式では、接続料水準の維持が

困難な状況を想定した。 

 

 現行の接続料算定方式以外の方式も広く検討対象とするため、まず、コスティング

としてコストの算定対象の範囲をどうするか（あくまでＰＳＴＮのみのコストを算定する

のか、ＰＳＴＮとＩＰ電話網両方のコストを算定するのか）、コスティングの方式をどうす

るか（ボトムアップＬＲＩＣ方式、トップダウンＬＲＩＣ方式及び実際費用方式）、プライシン

グの方式をどうするか（コストプラス方式、プライスキャップ方式及びビルアンドキープ

方式）、従量制接続料なのか定額制接続料なのか、というように分類し、それぞれの

特徴について検討を行った。この中で、主な接続料算定方式の選択肢に係る留意点

は以下のとおりである。 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②② コスティング方式コスティング方式①算定対象①算定対象

ボトムアップＬＲＩＣ

トップダウンＬＲＩＣ

実際費用（実績原価方式）

実際費用（将来原価方式）

プライスキャップ方式

ＰＳＴＮのみ

ＰＳＴＮ＋ＩＰ電話網

コストプラス方式

リテールマイナス方式

ビルアンドキープ方式

①コスト算定対象①コスト算定対象、②コスティング方式②コスティング方式、③プライシング方式③プライシング方式を組み合わせることで、

接続料算定方式の様々なバリエーションが想定される。

③③ プライシング方式プライシング方式

定
額
制
接
続
料

従
量
制
接
続
料

現行方式現行方式 ①ＰＳＴＮのみ、②長期増分費用方式（ボトムアップＬＲＩＣ）、③コストプラス方式の従量制接続料①ＰＳＴＮのみ、②長期増分費用方式（ボトムアップＬＲＩＣ）、③コストプラス方式の従量制接続料

この分類では、現行方式は以下のように考えることができる。

 

ア ＩＰ化の影響を加味したボトムアップＬＲＩＣ方式による従量制接続料 

 

 本方式は、ＩＰ化の影響をコストに直接反映する方式であり、ＰＳＴＮだけでなくＩＰ

電話網も含めたネットワーク全体のコストを算定した上で、ＰＳＴＮの接続料原価を

算定するものである。 

 

 この場合、ＩＰ化の進展に応じて２つの方法が考えられ、①既存のＬＲＩＣモデルを

ベースに中継網のＩＰ化等、現時点で採用可能なＩＰ技術を取り込む方法と、②ボト
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ムアップＬＲＩＣ方式によりＩＰ網を含む電話網を構築し、この費用をＰＳＴＮとＩＰ網の

合算トラフィックで除す方法がある。 

 

 このうち、①の方法の場合、ＩＰ化によるネットワークのコスト減を反映することが

可能であるが、他方、ＩＰ電話網へのマイグレーションによるトラフィック減の影響を

回避できない。また、②の方法の場合、ＩＰ電話網へのマイグレーションによるトラフ

ィック減を緩和可能であり技術中立的であるが、ボトムアップＬＲＩＣ方式によるＩＰ電

話網のモデルを新たに構築することが必要である。 

 

イ トップダウンモデルによるＬＲＩＣ方式 

 

 本方式は、事業者の実際のネットワークに対し、ＣＣＡ（現在原価会計）による資

産の評価替えや設備容量の見直し、共通費マークアップ等を加味して接続料原価

を算定する方式であり、英国をはじめとする欧州各国や韓国で接続料算定に用い

られている。 

 

 本方式は、実際のネットワークをベースとすることから、実際に行われた効率化を

反映でき、また、モデルと実際のネットワークの乖離を小さくできるという利点があ

る。また、フルＩＰ網のように、ボトムアップＬＲＩＣ方式のモデルが構築困難な場合、

適用の可能性がある。 

 

 他方、各設備の現在価値を算定し、評価替えや設備容量の見直しを適切に行う

ことは可能かという点について課題があるとともに、ボトムアップＬＲＩＣ方式に比べ

て、実際のネットワークの非効率性を排除することが困難な面もあることが挙げら

れる。 

 

 なお、本方式を用いた場合、ＮＴＴ東西の実際のネットワークがベースとなることか

ら、ヤードスティック競争によりその効率化を促すため、接続料は東西別とすること

が適当である。 

 

ウ 実績原価方式 

 

 本方式は、毎年度の接続会計実績に基づき接続料原価を算定する方式であり、

専用線や加入者回線（銅線）等の接続料算定に用いられている。 

 

 本方式も、実際のネットワークをベースとすることから、実際に行われた効率化を

反映可能であり、また実際のネットワークと乖離するおそれがあるというモデルに

内在する問題を回避できる利点がある一方、ＮＴＴ東西の非効率性を排除できない

という課題がある。 

 

 したがって、本方式を用いる場合、適正な費用配賦等を実施する観点から、ＩＰ化

の進展に対応した会計制度の見直しを継続的に行うとともに、接続料を東西別とし、
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ヤードスティック競争を通じた効率化の促進を図ることが適当である。 

 

エ 実際費用方式と長期増分費用方式のハイブリッド 

 

 本方式は、ＬＲＩＣ費用に比べて実際費用の方が小さい場合、これを反映するよう

にＬＲＩＣ方式を見直す方式である。 

 

 この方式を採用する場合、ＰＳＴＮの衰退期等の特殊な市場条件下でＬＲＩＣ費用

が実際費用を上回ってしまうリスクを回避し、長期増分費用方式の持つ透明性も維

持できる可能性がある。他方、算定方法によっては、接続事業者に有利なコスティ

ング方式となり、事業者間の公平性が保てない可能性がある。 

 

オ 定額制接続料 

 

 本方式は、従量制接続料では接続料水準の安定化が困難な状況や、ＰＳＴＮの

規模が相当縮小した場合、トラフィックの減少にコストが反応しにくくなることに対処

するため、接続料を加入者回線当たりの定額制とする方式である。 

 

 定額制接続料は、接続料の算定上、各事業者のトラフィックの変動が直接関係な

くなるため、小売料金において柔軟な対応ができるようになる可能性がある一方、

加入者減による接続料水準の上昇は回避できない。また、コスティング方法を変更

してコストを抑制しなければ、実質的なユーザ負担の軽減にならないものと考えら

れる。更に、様々な事業者間で公平性を確保した接続料算定方式を策定するのが

困難であると考えられる。 

 

カ プライスキャップ方式 

 

 本方式は、基準料金指数を用いて一定の期間中の接続料水準の上限を設定す

る方式で、接続料水準の急上昇等の激変緩和措置として効果が高いものであり、

ＢＴのＰＳＴＮ接続料の算定（前述のトップダウンモデルによるＬＲＩＣ方式との組み合

わせ）に用いられているほか、我が国においてもＮＴＴ東西の電話料金等の算定に

用いられている。 

 

 本方式は、接続料水準自体を規定するものであることから、通信量の動向にかか

わらずに一定期間における接続料の上限が明確になり、料金の安定性、予見性が

高く、料金設定の自由度や費用削減インセンティブを与えることが可能である。他

方、市場構造が動態的に変化していくことが見込まれる中、適切な生産性向上見

込率（Ｘ値）を設定できるかどうか困難を伴う面がある。 

 

キ ビルアンドキープ方式 

 

 本方式は、相互接続を行う場合、基本的に流出入する通信量は同等と考え、事
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業者相互間で接続料を請求しないこととし、ネットワークコストについては、それぞ

れ自網の利用者から回収することとする方式である。これは、インターネットサービ

スプロバイダ間において行われているピアリングと同様の考え方である。 

 

 本方式は、事業者間精算を行わないため、接続料を算定する必要がなく、最も簡

便な方式と言える。他方、本方式は、加入電話と直収電話といった同質の形態間で

の接続を念頭に置いていることから、その他の場合（例えば、優先接続（マイライ

ン）によりＮＴＴ東西と接続する場合）については別途扱いを検討する必要がある。

また、接続する事業者間における通信の流出入量に大きな格差がある場合の扱い

についても慎重に検討を行うことが求められる。 

 

ク 上記方式の併用 

 

 上記のアからキまでの方式のほか、これらの方式をいくつか組み合わせて利用

することも考えられる。例えば、ＬＲＩＣ方式により初期値を設定した上でプライスキ

ャップ方式により一定期間の接続料を設定することや、原則として実績原価方式に

より接続料を算定しつつも同質のネットワークの接続の場合についてはビルアンド

キープ方式を適用するなどが考えられる。 

 

 ただし、その際は、当該併用が恣意的なものとならないよう、公正競争確保の観

点から十分な検討を行う必要がある。 

 

（３） 今後の検討の進め方 

 

 前項で示した接続料算定方式の選択肢は、各方式ごとに、その導入により得られ

る効果と逆に生じる諸問題が異なるが、ＮＴＳコストの段階的付替えが終了した後に

直面する接続料を巡る環境について、現時点で正確な見通しが立てられず、どの方

式が適切なものであるかを判断することは困難である。 

 

 しかしながら、現行方式を抜本的に見直す場合、十分な検討期間を設けることが

必要であることから、新モデル適用期間後における接続料算定方式の在り方につい

て、まずは、上記の方式を採用することの可能性及び課題について更に検討を深め

るため、平成２１年度中に総務省においてフィージビリティスタディなどを行い、その

検討結果を踏まえて改めて検討することが適当である。 
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